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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）絶縁基板上に、１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂、該エポ
キシ基と反応する官能基を１分子中に２個以上有する硬化剤、及び光重合開始剤を必須成
分として含有する熱硬化性のエポキシ樹脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程
と、（ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、全面またはパターン状にエネルギーを付与して、
無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有するポリマーを全面にまた
はパターン状に生成させる工程と、（ｃ）該生成させたポリマーに無電解めっき触媒また
はその前駆体を付与する工程と、（ｄ）無電解めっきを行い、導電膜を形成する工程と、
を有することを特徴とする導電膜形成方法。
【請求項２】
　前記エポキシ樹脂が光重合開始能を有する構造を部分構造として含むことを特徴とする
請求項１に記載の導電膜形成方法。
【請求項３】
　前記光重合開始剤が高分子化合物であることを特徴とする請求項１または請求項２に記
載の導電膜形成方法。
【請求項４】
　前記硬化剤が水酸基またはアミノ基を含有する化合物であることを特徴とする請求項１
乃至請求項３の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項５】
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　前記（ｂ）工程が、前記エポキシ樹脂層上に、二重結合を有する化合物、及び無電解め
っき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を接触させた後、該エポ
キシ樹脂層表面全面にまたはパターン状にエネルギーを付与して活性点を発生させ、該活
性点を起点として該エポキシ樹脂層表面に、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作
用する官能基を有するポリマーを生成させる工程を有することを特徴とする請求項１乃至
請求項４の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項６】
　前記エポキシ樹脂層表面に生成したポリマーが、該エポキシ樹脂層表面に直接結合した
ポリマーである請求項１乃至請求項５の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項７】
　前記（ｄ）工程後、電気めっきを行う工程を有することを特徴とする請求項１乃至請求
項６の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項８】
　前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ１５０℃以上２３０℃以下の範囲内であることを特徴とす
る請求項１乃至請求項７の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項９】
　前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ以下の線膨張係数が２０ｐｐｍ以上８０ｐｐｍ以下の範囲
内であることを特徴とする請求項１乃至請求項８の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項１０】
　前記エポキシ樹脂層が、引張り破断伸び５％以上１５％以下の範囲内であることを特徴
とする請求項１乃至請求項９の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項１１】
　前記エポキシ樹脂層が、１ＧＨｚにおける誘電正接が０．００４以上０．０３以下の範
囲内であることを特徴とする請求項１乃至請求項１０の何れか１項に記載の導電膜形成方
法。
【請求項１２】
　前記エポキシ樹脂層が、１ＧＨｚにおける誘電率が２．５以上３．５以下の範囲内であ
ることを特徴とする請求項１乃至請求項１１の何れか１項に記載の導電膜形成方法。
【請求項１３】
　（Ａ）絶縁基板上に、１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂、該エポ
キシ基と反応する官能基を１分子中に２個以上有する硬化剤、及び光重合開始剤を必須成
分として含有する熱硬化性のエポキシ樹脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程
と、（Ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、パターン状にエネルギーを付与して、無電解めっ
き触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有するポリマーをパターン状に生成させ
る工程と、（Ｃ）該生成させたポリマーに無電解めっき触媒またはその前駆体を付与する
工程と、（Ｄ）無電解めっきを行い、導電性パターンを形成する工程と、を有することを
特徴とする導電性パターン形成方法。
【請求項１４】
　前記（Ｂ）工程が、前記エポキシ樹脂層上に、二重結合を有する化合物、及び無電解め
っき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を接触させた後、該エポ
キシ樹脂層表面にパターン状にエネルギーを付与して活性点を発生させ、該活性点を起点
として該エポキシ樹脂層表面に、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能
基を有するポリマーを生成させる工程を有することを特徴とする請求項１３に記載の導電
性パターン形成方法。
【請求項１５】
　前記エポキシ樹脂層表面に生成したポリマーが、該エポキシ樹脂層表面に直接結合した
ポリマーである請求項１３または請求項１４に記載の導電性パターン形成方法。
【請求項１６】
　前記（Ｄ）工程後、電気めっきを行う工程を有することを特徴とする請求項１３乃至請
求項１５の何れか１項に記載の導電性パターン形成方法。
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【請求項１７】
　前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ１５０℃以上２３０℃以下の範囲内であることを特徴とす
る請求項１３乃至請求項１６の何れか１項に記載の導電性パターン形成方法。
【請求項１８】
　前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ以下の線膨張係数が２０ｐｐｍ以上８０ｐｐｍ以下の範囲
内であることを特徴とする請求項１３乃至請求項１７の何れか１項に記載の導電性パター
ン形成方法。
【請求項１９】
　前記エポキシ樹脂層が、引張り破断伸び５％以上１５％以下の範囲内であることを特徴
とする請求項１３乃至請求項１８の何れか１項に記載の導電性パターン形成方法。
【請求項２０】
　前記エポキシ樹脂層が、１ＧＨｚにおける誘電正接が０．００４以上０．０３以下の範
囲内であることを特徴とする請求項１３乃至請求項１９の何れか１項に記載の導電性パタ
ーン形成方法。
【請求項２１】
　前記エポキシ樹脂層が、１ＧＨｚにおける誘電率が２．５以上３．５以下の範囲内であ
ることを特徴とする請求項１３乃至請求項２０の何れか１項に記載の導電性パターン形成
方法。
【請求項２２】
　（ａ’）絶縁基板上に、任意に形成された第１の導電性パターン上に、１分子中に２個
以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂、該エポキシ基と反応する官能基を１分子中に２
個以上有する硬化剤、及び光重合開始剤を必須成分として含有する熱硬化性のエポキシ樹
脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程と、（ｂ’）該エポキシ樹脂層の表面に
、二重結合を有する化合物、及び無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能
基を有する化合物を塗布し、パターン状に紫外光を照射して、該エポキシ樹脂層上にポリ
マーパターンを形成する工程と、（ｃ’）前記（ｂ’）工程の前又は後に該エポキシ樹脂
層にバイアホール用開口を形成する工程と、（ｄ’）該エポキシ樹脂層に無電解めっきを
施して、ポリマーパターンに応じた第２の導電性パターン及びバイアホールを形成し、該
バイアホールにより、第２の導電性パターンと第１の導電性パターンとを電気的に接続し
て導電経路を形成する工程と、を含むことを特徴とする多層配線板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層プリント配線板の製造
方法に関し、ポリマーの生成に適するエポキシ樹脂を含有するエポキシ樹脂組成物を用い
た導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層プリント配線板の製造方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　絶縁性基材の表面に回路を形成したプリント配線板が、電子部品や半導体素子に広く用
いられている。近年の電子機器の小型化、高機能化の要求に伴い、該プリント配線板に対
しては、回路の高密度化、薄型化が要望されている。
　多層プリント配線板を製造する方法としては、従来、内層回路板の表面に、ガラス布等
の基材に絶縁樹脂等を含浸してなるプリプレグを介して銅箔を重ね、熱板プレスにて加熱
一体成形する、いわゆるシーケンシャル積層法という技術が知られている。しかし、この
シーケンシャル積層法では、プリプレグの介在を必須とするため所望の薄型配線板を得る
のが困難であり、近年の多層プリント配線板の高密度化や薄型化の要請に対応できないの
が現状である。
　これに対して、近年では、熱板プレスによる加熱加圧成形を必要とせず、絶縁樹脂層に
直接導体回路を形成する、いわゆるビルドアップ方式による多層プリント配線板の製造技
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術が注目を浴びている。このビルドアップ方式による多層プリント配線板の製造方法によ
れば、導体回路層と絶縁樹脂層とを交互に形成しつつ、積層して多層化するため、層間接
着のための介在物が不要な分、配線板の高密度化及び薄型化に対応することができる。
【０００３】
　しかしながら、このビルドアップ方式にて製造した多層プリント配線板は、プリプレグ
を用いて加熱加圧成形することにより製造した多層プリント配線板よりも一般的には導体
回路の絶縁樹脂層に対する密着性が十分ではなく、剥離強度が低くなる傾向があり、特に
量産時においては、シーケンシャル積層法に比較して、絶縁樹脂層表面の粗面化による表
面性状のムラに起因する剥離強度の大幅な低下がみられた。この剥離強度の低下は、回路
の接続信頼性や層間絶縁性に大きく影響するという問題があった。
　これを改良するため、絶縁樹脂層に粗面化処理を施す前又は後に短波長紫外線を照射す
る技術が提案されている（例えば、特許文献１参照。）。これにより、粗面化処理液濡れ
性又は粗面化後の無電解めっき触媒の吸着性が向上し、剥離強度の改良は見られるものの
、実用上、均一で信頼性の高い微細回路を形成するのに十分な密着強度は得られず、接続
信頼性及び良好な導電性が得られていないのが実情である。また、この方法では、レジス
ト塗布、レジスト露光、エッチング、レジスト剥離などの複雑な工程を必要とし、また、
エッチング廃液の問題もあり、環境的見地からも対策が望まれていた。
【特許文献１】特開２００１－８５８４０公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記従来の技術の欠点を考慮してなされた本発明の目的は、剥離強度、及び導電性に優
れた、グラフトポリマーの生成に適するエポキシ樹脂を含有するエポキシ樹脂組成物を用
いた導電膜の導電膜形成方法、導電性パターンの導電性パターン形成方法、及び多層配線
板の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者等は鋭意検討の結果、下記手段により上記目的が達成されることを見いだし、
本発明を完成するに至った。
【０００６】
　すなわち、本発明に用いるエポキシ樹脂組成物は、１分子中に２個以上のエポキシ基を
有するエポキシ樹脂、該エポキシ基と反応する官能基を１分子中に２個以上有する硬化剤
、及び光重合開始剤を必須成分として含有することを特徴とする熱硬化性のエポキシ樹脂
組成物である。
【０００７】
　なお、前記エポキシ樹脂が光重合開始能を有する構造を部分構造として含むことが好ま
しい。また、前記光重合開始剤が高分子化合物であることが好ましい。また、前記硬化剤
が水酸基またはアミノ基を含有する化合物であることが好ましい。
【０００８】
　本発明の導電膜形成方法は、（ａ）絶縁基板上に、前記したエポキシ樹脂組成物から成
るエポキシ樹脂層を形成する工程と、（ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、全面またはパタ
ーン状にエネルギーを付与して、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能
基を有するポリマーを全面にまたはパターン状に生成させる工程と、（ｃ）該生成させた
ポリマーに無電解めっき触媒またはその前駆体を付与する工程と、（ｄ）無電解めっきを
行い、導電膜を形成する工程と、を有することを特徴とする。本工程で、エポキシ樹脂層
表面に直接結合したポリマーを生成することができる。
【０００９】
　なお、前記（ｂ）工程が、前記エポキシ樹脂層上に、二重結合を有する化合物、及び無
電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を接触させた後、
該エポキシ樹脂層表面全面にまたはパターン状にエネルギーを付与して活性点を発生させ
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、該活性点を起点として該エポキシ樹脂層表面に、無電解めっき触媒またはその前駆体と
相互作用する官能基を有するポリマーを生成させる工程を有することができる。
　また更に、前記（ｄ）工程後、電気めっきを行う工程を有することができる。
【００１０】
　本発明の導電性パターン形成方法は、（Ａ）絶縁基板上に、前記したエポキシ樹脂組成
物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程と、（Ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、パター
ン状にエネルギーを付与して、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基
を有するポリマーをパターン状に生成させる工程と、（Ｃ）該生成させたポリマーに無電
解めっき触媒またはその前駆体を付与する工程と、（Ｄ）無電解めっきを行い、導電性パ
ターンを形成する工程と、を有することを特徴とする。
【００１１】
　なお、前記（Ｂ）工程が、前記エポキシ樹脂層上に、二重結合を有する化合物、及び無
電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を接触させた後、
該エポキシ樹脂層表面にパターン状にエネルギーを付与して活性点を発生させ、該活性点
を起点として該エポキシ樹脂層表面に、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用す
る官能基を有するポリマーを生成させる工程を有することができる。
　また更に、前記（Ｄ）工程後、電気めっきを行う工程を有することができる。
【００１２】
　また、本発明の多層配線板の製造方法は、（ａ’）絶縁基板上に、任意に形成された第
１の導電性パターン上に、前記したエポキシ樹脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成す
る工程と、（ｂ’）該エポキシ樹脂層の表面に、二重結合を有する化合物、及び無電解め
っき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を塗布し、パターン状に
紫外光を照射して、該エポキシ樹脂層上にポリマーパターンを形成する工程と、（ｃ’）
前記（ｂ’）工程の前又は後に該エポキシ樹脂層にバイアホール用開口を形成する工程と
、（ｄ’）該エポキシ樹脂層に無電解めっきを施して、ポリマーパターンに応じた第２の
導電性パターン及びバイアホールを形成し、該バイアホールにより、第２の導電性パター
ンと第１の導電性パターンとを電気的に接続して導電経路を形成する工程と、を含むこと
を特徴としている。
【００１３】
　即ち、本発明の多層配線板の製造方法における２つの態様としては、（第１の態様）（
ａ’）絶縁基板上に、任意に形成された第１の導電性パターン上に、前記したエポキシ樹
脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程、（ｃ’）該エポキシ樹脂層にバイアホ
ール用開口を形成する工程、（ｂ’）該エポキシ樹脂層の表面に、二重結合を有する化合
物、及び無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を塗布
し、パターン状に紫外光を照射して、該エポキシ樹脂層上にポリマーパターンを形成する
工程、及び（ｄ’）該エポキシ樹脂層に無電解めっきを施して、ポリマーパターンに応じ
た第２の導電性パターン及びバイアホールを形成し、該バイアホールにより、第２の導電
性パターンと第１の導電性パターンとを電気的に接続して導電経路を形成する工程をこの
順に実施する態様と、（第２の態様）（ａ’）絶縁基板上に、任意に形成された第１の導
電性パターン上に、前記したエポキシ樹脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程
、（ｂ’）該エポキシ樹脂層の表面に、二重結合を有する化合物、及び無電解めっき触媒
またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を塗布し、パターン状に紫外光を
照射して、該エポキシ樹脂層上にポリマーパターンを形成する工程、（ｃ’）該エポキシ
樹脂層にバイアホール用開口を形成する工程、（ｄ’）該エポキシ樹脂層に無電解めっき
を施して、ポリマーパターンに応じた第２の導電性パターン及びバイアホールを形成し、
該バイアホールにより、第２の導電性パターンと第１の導電性パターンとを電気的に接続
して導電経路を形成する工程を、この順に行う態様がある。
【００１４】
　なお、前記（ｂ’）工程において、エポキシ樹脂層上に形成されたグラフトポリマーパ
ターンが、グラフトポリマーの存在領域または非存在領域からなるものであり、グラフト
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ポリマーの存在領域に選択的にめっき膜が形成され、導電性パターンが形成されることが
好ましい態様である。
【００１５】
　なお、前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ１５０℃以上２３０℃以下の範囲内であることが好
ましく、前記エポキシ樹脂層が、Ｔｇ以下の線膨張係数が２０ｐｐｍ以上８０ｐｐｍ以下
の範囲内であることが好ましい。また、前記エポキシ樹脂層が、引張り破断伸び５％以上
１５％以下の範囲内であることが好ましく、１ＧＨｚにおける誘電正接が０．００４以上
０．０３以下の範囲内であることが好ましい。さらに、前記エポキシ樹脂層が、１ＧＨｚ
における誘電率が２．５以上３．５以下の範囲内であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法によれ
ば、本発明におけるエポキシ樹脂組成物を用いることによって、剥離強度及び表面導電性
に優れた導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法を提供す
ることができる、という効果が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法では、
１分子中に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂、該エポキシ基と反応する官能基
を１分子中に２個以上有する硬化剤、及び光重合開始剤を必須成分として含有する、熱硬
化性の樹脂組成物としての本発明におけるエポキシ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層の
表面に、ポリマーパターンを形成し、それを基点として無電解めっきを行う。
　ポリマーはエポキシ樹脂層表面に共有結合により強固に結合しているため、それを基点
として形成されためっき膜（金属膜）はエポキシ樹脂層のエポキシ樹脂と強固に接合し、
従来行われていた表面凹凸化処理を行わなくとも高い密着を発現し、剥離強度、導電性、
及び接続信頼性に優れている。また表面凹凸化処理されておらず平坦で密着を発現するた
めに、本発明の導電膜形成方法により形成された導電膜、本発明の導電性パターン形成方
法により得られた導電性パターン、及び本発明の多層配線板の製造方法により得られた多
層配線板は、高周波送電に対して好ましい性能を示す。
　特に本発明の方法によれは導電膜、導電性パターン、及び多層プリント配線板として有
用なエポキシ樹脂に対して高い密着を示す微細配線を形成することができる。
【００１８】
　なお、本発明において、エポキシ樹脂組成物とは、エポキシ樹脂組成物を構成する全成
分中、エポキシ樹脂が２０質量％以上含まれる態様を指す。
　すなわち、エポキシ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層を形成する際には、機械強度、
耐熱性、耐候性、難燃性、耐水性、電気特性等のエポキシ樹脂の特性を強化するために、
エポキシ樹脂組成物は、エポキシ樹脂組成物を構成する全成分中にエポキシ樹脂を２０質
量％以上含む。なお、このエポキシ樹脂組成物には、導体の密着強度、導電性の観点から
光重合開始剤を含有し、さらに他の樹脂成分や導電性を調整するフィラーを含むコンポジ
ット（複合素材）も使用することができる。
【００１９】
　このような他の成分を添加する場合は、エポキシ樹脂に対して３０～３００質量％の範
囲、好ましくは５０～２００質量％の範囲で添加される。添加成分がエポキシ樹脂に対し
て３０質量％未満であると添加の効果が十分に得られず、他の成分を３００質量％を超え
て添加すると、エポキシ樹脂の強度などの特性が低下する懸念があり、さらにまたグラフ
トポリマーの形成反応が進行し難くなり、いずれも好ましくない。
【００２０】
　本発明におけるエポキシ樹脂組成物は、上述のように、（Ａ）１分子中に２個以上のエ
ポキシ基を有するエポキシ化合物と、（Ｂ）１分子中に２個以上のエポキシ基と反応する
官能基を有する化合物（以下、硬化剤と称する）と、（Ｃ）光重合開始剤と、を必須成分
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として含有している。
【００２１】
　上記（Ｂ）における官能基としてはカルボキシル基、水酸基、アミノ基、チオール基な
どの官能基から選ばれる。
【００２２】
　（Ａ）１分子中にエポキシ基２個以上を有するエポキシ化合物（エポキシ樹脂と称され
るものを含む）としては、エポキシ基を２個以上、好ましくは２～５０個、より好ましく
は２～２０個を１分子中に有するエポキシ化合物（エポキシ樹脂と称されるものを含む）
である。エポキシ基は、オキシラン環構造を有する構造であればよく、例えば、グリシジ
ル基、オキシエチレン基、エポキシシクロヘキシル基等を示すことができる。このような
多価エポキシ化合物は、例えば、新保正樹編「エポキシ樹脂ハンドブック」日刊工業新聞
社刊（昭和６２年）等に広く開示されており、これらを用いることが可能である。
【００２３】
　具体的には、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、臭
素化ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ジフェニルエ
ーテル型エポキシ樹脂、ハイドロキノン型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、ビ
フェニル型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ
樹脂、オルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂、トリスヒドロキシフェニルメタン型
エポキシ樹脂、３官能型エポキシ樹脂、テトラフェニロールエタン型エポキシ樹脂、ジシ
クロペンタジエンフェノール型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビ
スフェノールＡ含核ポリオール型エポキシ樹脂、ポリプロピレングリコール型エポキシ樹
脂、グリシジルエステル型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂、グリオキザ
ール型エポキシ樹脂、脂環型エポキシ樹脂、複素環型エポキシ樹脂などを挙げることがで
きる。これらは、単独で用いても良く、２種以上併用してもよい。多官能エポキシ、エポ
キシ当量の低いエポキシ、ナフタレン型エポキシ、ジシクロペンタジエン型エポキシなど
の使用により、耐熱性等に優れたエポキシ樹脂となる。
【００２４】
　上記（Ｂ）硬化剤としては、テレフタル酸などの多官能カルボン酸化合物、ビスフェノ
ールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、レゾルシノール誘導体、カテコール誘導
体等の二官能フェノール化合物、フェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック樹脂
等のフェノール樹脂、アミノ樹脂、１，３，５―トリアミノトリアジン、4,4’-ジアミノ
ジフェニルスルホンなどの多官能アミノ化合物を挙げることができる。中でも、上記硬化
剤として、エポキシ基と反応する官能基として、水酸基、アミノ基を有する化合物を用い
る事が好ましい。
　上記エポキシ樹脂組成物に対する上記硬化剤の添加量としては、上記エポキシ樹脂中の
エポキシ基に対して、硬化剤の官能基の割合が０．１～５．０であることが好ましく、０
．３～２．０であることがより好ましい。
【００２５】
　上記（Ｃ）光重合開始剤としては、以下の光重合開始能を有する構造がペンダントされ
たラジカル、アニオン、またはカチオン重合可能な光重合性基からなることが好ましい。
すなわち、この光重合開始剤は、分子内に、光重合可能な光重合性基と、重合開始能を有
する官能基と、が共に存在する構造を有する。
【００２６】
　このような、光重合開始能を有する構造としては、（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）オニ
ウム塩化合物、（ｃ）有機過酸化物、（ｄ）チオ化合物、（ｅ）ヘキサアリールビイミダ
ゾール化合物、（ｆ）ケトオキシムエステル化合物、（ｇ）ボレート化合物、（ｈ）アジ
ニウム化合物、（ｉ）活性エステル化合物、（ｊ）炭素ハロゲン結合を有する化合物、（
ｋ）ピリジウム類化合物等が挙げられる。以下に、上記（ａ）～（ｋ）の具体例を挙げる
が、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００２７】
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（ａ）芳香族ケトン類
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい（ａ）芳香族ケトン類とし
ては、「ＲＡＤＩＡＴＩＯＮ　ＣＵＲＩＮＧ　ＩＮ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＳＣＩＥＮＣＥ　
ＡＮＤ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ」Ｊ．Ｐ．Ｆｏｕａｓｓｉｅｒ，Ｊ．Ｆ．Ｒａｂｅｋ（１
９９３），ｐ７７－１１７記載のベンゾフェノン骨格或いはチオキサントン骨格を有する
化合物が挙げられる。例えば、下記化合物が挙げられる。
【００２８】
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【化１】

【００２９】
　中でも、特に好ましい（ａ）芳香族ケトン類の例を以下に列記する。
　特公昭４７－６４１６号に記載のα－チオベンゾフェノン化合物、特公昭４７－３９８
１号に記載のベンゾインエーテル化合物、例えば、下記化合物が挙げられる。
【００３０】
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【化２】

【００３１】
　特公昭４７－２２３２６号に記載のα－置換ベンゾイン化合物、例えば、下記化合物が
挙げられる。
【００３２】
【化３】

【００３３】
　特公昭４７－２３６６４号に記載のベンゾイン誘導体、特開昭５７－３０７０４号に記
載のアロイルホスホン酸エステル、特公昭６０－２６４８３号に記載のジアルコキシベン
ゾフェノン、例えば、下記化合物が挙げられる。
【００３４】

【化４】

【００３５】
　特公昭６０－２６４０３号、特開昭６２－８１３４５号に記載のベンゾインエーテル類
、例えば、下記化合物が挙げられる。
【００３６】

【化５】

【００３７】
　特公平１－３４２４２号、米国特許第４，３１８，７９１号、ヨーロッパ特許０２８４
５６１Ａ１号に記載のα－アミノベンゾフェノン類、例えば、下記化合物が挙げられる。
【００３８】
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【化６】

【００３９】
　特開平２－２１１４５２号に記載のｐ－ジ（ジメチルアミノベンゾイル）ベンゼン、例
えば、下記化合物が挙げられる。
【００４０】
【化７】

【００４１】
　特開昭６１－１９４０６２号に記載のチオ置換芳香族ケトン、例えば、下記化合物が挙
げられる。
【００４２】

【化８】

【００４３】
　特公平２－９５９７号に記載のアシルホスフィンスルフィド、例えば、下記化合物が挙
げられる。
【００４４】

【化９】

【００４５】
　特公平２－９５９６号に記載のアシルホスフィン、例えば、下記化合物が挙げられる。
【００４６】
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【化１０】

【００４７】
　また、特公昭６３－６１９５０号に記載のチオキサントン類、特公昭５９－４２８６４
号に記載のクマリン類等を挙げることもできる。
【００４８】
（ｂ）オニウム塩化合物
　本発明において、重合開始能を有する構造として好ましい（ｂ）オニウム塩化合物とし
ては、下記一般式（１）～（３）で表される化合物が挙げられる。
【００４９】
【化１１】

【００５０】
　一般式（１）中、Ａｒ1とＡｒ2は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよい炭素原
子数２０個以下のアリール基を示す。このアリール基が置換基を有する場合の好ましい置
換基としては、ハロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下のアルキル基、炭素原子
数１２個以下のアルコキシ基、又は炭素原子数１２個以下のアリールオキシ基が挙げられ
る。（Ｚ2）-はハロゲンイオン、過塩素酸イオン、カルボキシレートイオン、テトラフル
オロボレートイオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、及びスルホン酸イオンからな
る群より選択される対イオンを表し、好ましくは、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロフォ
スフェートイオン、及びアリールスルホン酸イオンである。
【００５１】
　一般式（２）中、Ａｒ3は、置換基を有していてもよい炭素原子数２０個以下のアリー
ル基を示す。好ましい置換基としては、ハロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下
のアルキル基、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基、炭素原子数１２個以下のアリール
オキシ基、炭素原子数１２個以下のアルキルアミノ基、炭素原子数１２個以下のジアルキ
ルアミノ基、炭素原子数１２個以下のアリールアミノ基又は、炭素原子数１２個以下のジ
アリールアミノ基が挙げられる。（Ｚ3）-は（Ｚ2）-と同義の対イオンを表す。
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　一般式（３）中、Ｒ23、Ｒ24及びＲ25は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、置換
基を有していてもよい炭素原子数２０個以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基として
は、ハロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下のアルキル基、炭素原子数１２個以
下のアルコキシ基、又は炭素原子数１２個以下のアリールオキシ基が挙げられる。（Ｚ4

）-は（Ｚ2）-と同義の対イオンを表す。
【００５３】
　本発明において、好適に用いることのできる（ｂ）オニウム塩化合物の具体例としては
、特開２００１－１３３９６９号公報の段落番号［００３０］～［００３３］、特開２０
０１－３０５７３４号公報の段落番号［００４８］～［００５２］、及び、特開２００１
－３４３７４２公報の段落番号［００１５］～［００４６］に記載されたものなどを挙げ
ることができる。
【００５４】
（ｃ）有機過酸化物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい（ｃ）有機過酸化物として
は、分子中に酸素－酸素結合を１個以上有する有機化合物のほとんど全てが含まれる。そ
の例としては、メチルエチルケトンパーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイド、
アセチルアセトンパーオキサイド、１，１，３，３－テトラメチルブチルハイドロパーオ
キサイド、ジターシャリーブチルパーオキサイド、ターシャリーブチルパーオキシラウレ
ート、ターシャリーブチルパーオキシカーボネート、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ
－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－
アミルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－ヘ
キシルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－オ
クチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（クミル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｐ－イソプロ
ピルクミルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、カルボニルジ（ｔ－ブチルパーオキ
シ二水素二フタレート）、カルボニルジ（ｔ－ヘキシルパーオキシ二水素二フタレート）
等が挙げられる。
【００５５】
（ｄ）チオ化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｄ）チオ化合物として
は、下記一般式（４）で示される構造を有する化合物が挙げられる。
【００５６】
【化１２】

【００５７】
　一般式（４）中、Ｒ26はアルキル基、アリール基又は置換アリール基を示し、Ｒ27は水
素原子又はアルキル基を示す。また、Ｒ26とＲ27は、互いに結合して酸素、硫黄及び窒素
原子から選ばれたヘテロ原子を含んでもよい５員ないし７員環を形成するのに必要な非金
属原子群を示す。
　一般式（４）で示されるチオ化合物の具体例としては、下記表１に示すような化合物が
挙げられる。
【００５８】
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【表１】

【００５９】
（ｅ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい（ｅ）ヘキサアリールビイ
ミダゾール化合物としては、特公昭４５－３７３７７号、特公昭４４－８６５１６号に記
載のロフィンダイマー類、例えば、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，
５
，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ブロモフェニル）－４，
４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ（ｍ－メトキシフェニル）ビイミダゾー
ル、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェ
ニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフェニル）－４，４’，５，５’－テ
トラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－メチルフェニル）－４，４’，５，
５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－トリフルオロフェニル）－
４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール等が挙げられる。
【００６０】
（ｆ）ケトオキシムエステル化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｆ）ケトオキシムエス
テル化合物としては、３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－オン、３－アセトキシイミ
ノブタン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－２－オン、２－アセトキシ
イミノペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、
２－ベンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、３－ｐ－トルエンスルホ
ニルオキシイミノブタン－２－オン、２－エトキシカルボニルオキシイミノ－１－フェニ
ルプロパン－１－オン等が挙げられる。
【００６１】
（ｇ）ボレート化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｇ）ボレート化合物の
例としては、下記一般式（５）で表される化合物を挙げることができる。
【００６２】
【化１３】

【００６３】
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　一般式（５）中、Ｒ28、Ｒ29、Ｒ30及びＲ31は、互いに同一でも異なっていてもよく、
各々置換若しくは非置換のアルキル基、置換若しくは非置換のアリール基、置換若しくは
非置換のアルケニル基、置換若しくは非置換のアルキニル基、又は置換若しくは非置換の
複素環基を示し、Ｒ28、Ｒ29、Ｒ30及びＲ31はその２個以上の基が結合して環状構造を形
成してもよい。ただし、Ｒ28、Ｒ29、Ｒ30及びＲ31のうち、少なくとも１つは置換若しく
は非置換のアルキル基である。（Ｚ5）+はアルカリ金属カチオン又は第４級アンモニウム
カチオンを示す。
【００６４】
　一般式（５）において、Ｒ28～Ｒ31で表されるアルキル基としては、直鎖、分枝、環状
のものが含まれ、炭素原子数１～１８のものが好ましい。具体的には、メチル、エチル、
プロピル、イソプロピル、ブチル、ペンチル、ヘキシル、オクチル、ステアリル、シクロ
ブチル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが含まれる。また、置換アルキル基として
は、上記のようなアルキル基に、ハロゲン原子（例えば、－Ｃｌ、－Ｂｒなど）、シアノ
基、ニトロ基、アリール基（好ましくは、フェニル基）、ヒドロキシ基、－ＣＯＯＲ32（
ここで、Ｒ32は、水素原子、炭素数１～１４のアルキル基、又はアリール基を示す）、－
ＯＣＯＲ33又は－ＯＲ34（ここで、Ｒ33、Ｒ34は、炭素数１～１４のアルキル基、又はア
リール基を示す）、及び下記式で表されるものを置換基として有するものが含まれる。
【００６５】
【化１４】

【００６６】
　式中、Ｒ35及びＲ36は、各々独立に、水素原子、炭素数１～１４のアルキル基、又はア
リール基を示す。
【００６７】
　一般式（５）で示される化合物例としては、具体的には、米国特許３，５６７，４５３
号、同４，３４３，８９１号、ヨーロッパ特許１０９，７７２号、同１０９，７７３号に
記載されている化合物、及び以下に示すものが挙げられる。
【００６８】
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【化１５】

【００６９】
（ｈ）アジニウム化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｈ）アジニウム塩化合
物としては、特開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－１４２３４５号、特開昭６３－
１４２３４６号、特開昭６３－１４３５３７号、及び特公昭４６－４２３６３号に記載の
Ｎ－Ｏ結合を有する化合物群を挙げることができる。
【００７０】
（ｉ）活性エステル化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｉ）活性エステル化合
物としては、特公昭６２－６２２３号に記載のイミドスルホネート化合物、特公昭６３－
１４３４０号、特開昭５９－１７４８３１号に記載の活性スルホネート類を挙げることが
できる。
【００７１】
（ｊ）炭素ハロゲン結合を有する化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい、（ｊ）炭素ハロゲン結合
を有する化合物としては、下記一般式（６）及び（７）に記載の化合物を挙げることがで
きる。
【００７２】
【化１６】

【００７３】
　一般式（６）中、Ｘ2はハロゲン原子を表し、Ｙ1は－Ｃ（Ｘ2）3、－ＮＨ2、－ＮＨＲ3
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ル基、又は置換アリール基を表す。Ｒ37は、－Ｃ（Ｘ2）3、アルキル基、置換アルキル基
、アリール基、置換アリール基、又は置換アルケニル基を表す。
【００７４】
【化１７】

【００７５】
　一般式（７）中、Ｒ39は、アルキル基、置換アルキル基、アルケニル基、置換アルケニ
ル基、アリール基、置換アリール基、ハロゲン原子、アルコキシ基、置換アルコキシル基
、ニトロ基、又はシアノ基を表す。Ｘ3は、ハロゲン原子を表す。ｎは、１～３の整数を
表す。
【００７６】
　上記一般式（６）及び（７）で表される化合物として、具体的には、下記化合物を上げ
ることができる。
【００７７】
【化１８】

【００７８】
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【００７９】
（ｋ）ピリジウム類化合物
　本発明において、光重合開始能を有する構造として好ましい（ｋ）ピリジウム類化合物
の例としては、下記一般式（８）で表される化合物を挙げることができる。
【００８０】

【化２０】

【００８１】
　一般式（８）中、好ましくは、Ｒ5は水素原子、アルキル基、置換アルキル基、アリー
ル基、置換アリール基、アルケニル基、置換アルケニル基、アルキニル基、又は置換アル
キニル基を表し、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9、Ｒ10は同一であっても異なるものであってもよく
、水素原子、ハロゲン原子又は一価の有機残基を表し、少なくとも一つは、下記一般式（
９）で表される構造の基を有する。また、Ｒ5とＲ6、Ｒ5とＲ10、Ｒ6とＲ7、Ｒ7とＲ8、
Ｒ8とＲ9、Ｒ9とＲ10が互いに結合して環を形成してもよい。更に、Ｘは対アニオンを表
す。ｍは１～４の整数を表す。
【００８２】
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【００８３】
　一般式（９）中、Ｒ12、Ｒ13はそれぞれ独立して水素原子、ハロゲン原子、アルキル基
、置換アルキル基、アリール基、置換アリール基、アルケニル基、置換アルケニル基、ア
ルキニル基又は置換アルキニル基を表し、Ｒ11は水素原子、アルキル基、置換アルキル基
、アリール基、置換アリール基、アルケニル基、置換アルケニル基、アルキニル基、置換
アルキニル基、ヒドロキシル基、置換オキシ基、メルカプト基、置換チオ基、アミノ基又
は置換アミノ基を表す。また、Ｒ12とＲ13、Ｒ11とＲ12、Ｒ11とＲ13が互いに結合して環
を形成してもよい。Ｌはヘテロ原子を含む２価の連結基を表す。
【００８４】
　これらの光重合開始能を有する構造の中でも、耐熱性のある光重合開始剤が好ましく、
具体的には芳香族ケトン類が好ましい。
　この芳香族ケトン類の中でも下記構造の芳香族ケトン類がより好ましい。
【００８５】

【化２２】

【００８６】
　上記一般式（Ｉ）に示す光重合開始基が、ポリマー鎖に連結して高分子光重合開始剤を
形成する場合、連結基は、フェニル環と連結していることが好ましい。あるいは、フェニ
ル基とポリマー鎖が直接結合していても良い。
【００８７】

【化２３】

【００８８】
　上記一般式（ＩＩ）及び一般式（ＩＩＩ）に示される光重合開始基が、ポリマー鎖に連
結して高分子開始剤を形成する場合、連結基はフェニル環またはOHと連結していることが
好ましい。あるいは、フェニル基またはOHがポリマー鎖と直接結合していても良い。
【００８９】
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【００９０】
　上記一般式（ＩＶ）に示す光重合開始基が、ポリマー鎖に連結して高分子開始剤を形成
する場合、連結基はフェニル環と連結していることが好ましい。あるいは、フェニル基と
ポリマー鎖が直接結合していても良い。
【００９１】
　連結基としては、２価または３価の連結基が挙げられる。具体的には、―０―、―ＯＣ
Ｏ―、―ＣＯ―、―ＯＣＯＮＨ―、―Ｓ―、―ＣＯＮＨ―、―ＯＣＯＯ―、―Ｎ＝等が挙
げられる。これらのうち、―０―、―ＯＣＯ―を用いる事が好ましい。
【００９２】
　本発明におけるエポキシ樹脂組成物に含まれる上記光重合開始剤としては、低分子であ
っても高分子であってもよい。
【００９３】
　低分子の光重合開始剤としては、具体的には、アセトフェノン類、ベンゾフェノン類、
ミヒラーのケトン、ベンゾイルベンゾエート、ベンゾイン類、α－アシロキシムエステル
、テトラメチルチウラムモノサルファイド、トリクロロメチルトリアジンおよびチオキサ
ントン等の公知のラジカル発生剤を使用することができる。また通常、光酸発生剤として
用いられるスルホニウム塩やヨードニウム塩なども、光照射によりラジカル発生剤として
作用するため、本発明ではこれらを用いてもよい。
　また、感度を高める目的で光ラジカル重合開始剤に加えて、増感剤を用いてもよい。増
感剤としては、具体的には、ｎ－ブチルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－ブチルホ
スフィン、およびチオキサントン誘導体等が含まれる。高分子光ラジカル発生剤としては
、特開平９－７７８９１号、特開平１０－４５９２７号に記載の活性カルボニル基を側鎖
に有する高分子化合物を使用することができる。
【００９４】
　高分子の光重合開始剤としては、例えば、下記化合物（ａ）～（ｎ）を挙げることがで
きる。
【００９５】
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【００９６】
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【化２６】

【００９７】



(23) JP 5101026 B2 2012.12.19

10

20

30

40

【化２７】

【００９８】
　なお、光重合開始剤としては、詳細を後述する導電膜形成方法、導電性パターン形成方
法、及び多層配線板の製造方法におけるグラフト形成工程における、グラフト重合性の観
点から高分子型の光重合開始剤を用いる事が好ましい。この光重合開始剤の分子量として
は、１００００以上が好ましく、３００００以上がより好ましい。
【００９９】
　なお、上記光重合開始剤としては、下記一般式（Ｏ）に示すような、光重合開始基を有
するモノマーと、その他のモノマーとの共重合体であってもよい。
【０１００】
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【０１０１】
　なお、前記の如く、本発明のエポキシ樹脂組成物に含まれる上記（Ａ）エポキシ化合物
（エポキシ樹脂）が、上記（Ｃ）光重合開始剤における「光重合開始能を有する構造」を
分子内に有するものであってもよい。このように、（Ａ）エポキシ樹脂自体が光重合開始
能を有する場合には、（Ｃ）光重合開始剤と同様の機能を（Ａ）エポキシ樹脂が有するた
め、エポキシ樹脂組成物中に、さらに別の（Ｃ）光重合開始剤を含まなくてもよい。
【０１０２】
　このような光重合開始能を有するエポキシ樹脂は、例えば、エポキシ基を有するモノマ
ーと光重合開始基を有するモノマーとを共重合させることで容易に得ることができる。
　以下に、エポキシ樹脂組成物が、エポキシ基を有するモノマーと、光重合開始基を有す
るモノマーとの共重合体として構成される場合の具体的例を示すが、本発明で用いられる
エポキシ樹脂組成物はこれらに限定されるものではない。
　なお、下記共重合体を示す一般式（Ｃ）～（Ｎ）中、ｘ、ｙは、モル分率を表し、ｘ＋
ｙ＝１００（x≠０、y≠０）である。
【０１０３】
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【０１０４】
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【０１０５】
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【化３１】

【０１０６】
　なお、これらの上記共重合体の内、モル分率ｘ、ｙは、膜強度やグラフト重合性の観点
から、x＝５～７０、ｙ＝３０～９５であることが好ましく、x＝５～５０、y＝５０～９
５であることが更に好ましく、ｘ＝１０～３０、ｙ＝７０～９０であることが特に好まし
い。
【０１０７】
　なお、これらの上記共重合体を、上記光重合開始剤として用いるようにしてもよい。
【０１０８】
　詳細を後述する導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法
において形成されるエポキシ樹脂層を構成する上記エポキシ樹脂組成物に含有させる上記
光重合開始剤の量は、使用する表面グラフト材料の用途に応じて選択されるが、一般的に
は、エポキシ樹脂層中含まれる全固形分に対して０．１～５０質量％程度であることが好
ましく、１．０～３０．０質量％程度であることがより好ましい。
【０１０９】
　エポキシ樹脂組成物中に含まれる光重合開始剤の含有量が０．１質量％未満であるとグ
ラフト重合性が低下し、密着強度および導電性が低下するという問題が生じ、５０質量％
より多いと、エポキシ樹脂層のTgが低下する、あるいはエポキシ樹脂層の誘電率が高くな
るといった熱特性、電気特性上の問題が生じる。
【０１１０】
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　なお、上記エポキシ樹脂組成物は、ラジカル発生機能を有する。このようなラジカル発
生機能を有することで、エポキシ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層は、グラフト重合性
および導体との密着強度、導体の導電性を高めることができる。
　このようなラジカル発生機能を有するために、エポキシ樹脂組成物は、ラジカル重合性
の二重結合を有する化合物を含有しても良い。
　上記エポキシ樹脂組成物に含まれる、ラジカル重合性の二重結合を有する化合物とは、
アクリレート化合物、もしくはメタアクリレート化合物である。
　本発明に用いうるアクリレート化合物〔（メタ）アクリレート〕としては、分子内にエ
チレン性不飽和基であるアクリロイル基を有するものであれば特に制限はないが、硬化性
、及び強度向上の観点から、多官能モノマーであることが好ましい。
【０１１１】
　本発明に好適に用いうる多官能モノマーとしては、多価アルコールとアクリル酸または
メタクリル酸とのエステルであることが好ましい。
　多価アルコールの例には、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサノール、ペンタ
エリスリトール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ジペンタエリスリト
ール、１，２，４－シクロヘキサノール、ポリウレタンポリオールおよびポリエステルポ
リオールが含まれる。なかでも、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ジペ
ンタエリスリトールおよびポリウレタンポリオールが好ましい。
【０１１２】
　エポキシ樹脂層は、二種類以上の多官能モノマーを含んでいてもよい。本発明で用いう
る多官能モノマーとは、分子内に少なくとも２個のエチレン性不飽和基を含むものを指し
、分子内に少なくとも３個のエチレン性不飽和基を含むことが好ましい。
【０１１３】
　多官能モノマーとしては、具体的には、分子内に３～６個のアクリル酸エステル基を有
する多官能アクリレートモノマーが挙げられるが、さらに、ウレタンアクリレート、ポリ
エステルアクリレート、エポキシアクリレートと称される分子内に数個のアクリル酸エス
テル基を有する分子量が数百から数千のオリゴマーなども本発明のエポキシ樹脂層の成分
として好ましく使用することができる。
【０１１４】
　分子内に３個以上のアクリル基を有するアクリレートの具体例としては、トリメチロー
ルプロパントリアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、ペンタエ
リスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエ
リスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート等のポリ
オールポリアクリレート類、ポリイソシアネートとヒドロキシエチルアクリレート等の水
酸基含有アクリレートの反応によって得られるウレタンアクリレート等を挙げることがで
きる。
【０１１５】
　上記エポキシ樹脂組成物には、樹脂の機械強度、耐熱性、耐候性、難燃性、耐水性、電
気特性などの特性を強化するために、その他の添加剤として、樹脂と他の成分とのコンポ
ジット（複合素材）も使用することができる。複合化するのに使用される材料としては、
紙、ガラス繊維、シリカ粒子、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、ビスマレイミドトリア
ジン樹脂、フッ素樹脂、ポリフェニレンオキサイド樹脂などを挙げることができる。これ
らの材料を添加する場合は、いずれも、エポキシ樹脂に対して、１～２００質量％の範囲
で添加されることが好ましく、より好ましくは１０～８０質量％の範囲で添加される。こ
の添加量が、１質量％未満である場合は、上記の特性を強化する効果がなく、また、２０
０質量％を超えると場合には、樹脂特有の強度などの特性が低下し、更には、グラフト重
合反応も進行し難くなる。
【０１１６】
　なお、本発明のエポキシ樹脂組成物は、有機溶剤を含有した溶液状態やワニス状であっ
ても良い。
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　この場合、使用される有機溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、シ
クロヘキサノン等のケトン類、酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテート等の酢酸エステル類、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類、
ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、N-メチルピロリドン等を挙げることがで
きる。中でもケトン類が好ましく、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンがより好まし
い。有機溶剤は単独で使用しても良いし、２種以上の混合溶剤として使用しても良い。
　有機溶剤の含有量としては、全組成物中の２０重量％～９０重量％が好ましく、３０重
量％～６０重量％がより好ましい。
【０１１７】
　次に、本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法
について説明する。
　本発明の導電膜形成方法は、（ａ）絶縁基板上に、前記したエポキシ樹脂組成物から成
るエポキシ樹脂層を形成する工程と、（ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、全面またはパタ
ーン状にエネルギーを付与して、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する官能
基を有するポリマーを全面にまたはパターン状に結合させてポリマーを形成する工程と、
（ｃ）該ポリマーに無電解めっき触媒またはその前駆体を付与する工程と、（ｄ）無電解
めっきを行い、導電膜を形成する工程と、を有している。
【０１１８】
　また、本発明の導電性パターン形成方法は、（Ａ）絶縁基板上に、前記したエポキシ樹
脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成する工程と、（Ｂ）該エポキシ樹脂層表面上に、
パターン状にエネルギーを付与して、無電解めっき触媒またはその前駆体と相互作用する
官能基を有するポリマーをパターン状に結合させてポリマーを形成する工程と、（Ｃ）該
ポリマーに無電解めっき触媒またはその前駆体を付与する工程と、（Ｄ）無電解めっきを
行い、導電性パターンを形成する工程と、を有している。
【０１１９】
　また、本発明の多層配線板の製造方法は、（ａ’）絶縁基板上に、任意に形成された第
１の導電性パターン上に、前記したエポキシ樹脂組成物から成るエポキシ樹脂層を形成す
る工程と、（ｂ’）該エポキシ樹脂層の表面に、二重結合を有する化合物、及び無電解め
っき触媒またはその前駆体と相互作用する官能基を有する化合物を塗布し、パターン状に
紫外光を照射して、該エポキシ樹脂層上にポリマーパターンを形成する工程と、（ｃ’）
前記（ｂ’）工程の前又は後に該エポキシ樹脂層にバイアホール用開口を形成する工程と
、（ｄ’）該エポキシ樹脂層に無電解めっきを施して、ポリマーパターンに応じた第２の
導電性パターン及びバイアホールを形成し、該バイアホールにより、第２の導電性パター
ンと第１の導電性パターンとを電気的に接続して導電経路を形成する工程と、を含んでい
る。
【０１２０】
　以下に、本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方
法について詳細に説明する。
【０１２１】
　なお、上記導電膜形成方法における上記（ａ）工程、及び上記導電性パターン形成方法
における上記（Ａ）工程は、多層配線板の製造方法の（ａ’）工程と同一工程であるため
、詳細については、多層配線板の製造方法に含めて説明する。
【０１２２】
　同様に、上記導電膜形成方法における上記（ｂ）工程、及び上記導電性パターン形成方
法における上記（Ｂ）工程は、多層配線板の製造方法の（ｂ’）工程と略同一工程であり
、詳細については、多層配線板の製造方法に含めて説明する。
【０１２３】
　なお、上記導電膜形成方法における上記（ｂ）工程及び上記導電性パターン形成方法に
おける上記（Ｂ）工程と、上記多層配線板の製造方法の（ｂ’）工程とは、（ｂ）工程及
び（Ｂ）工程では、エポキシ樹脂層表面上の全面またはパターン状に紫外線を照射するこ
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とによってエポキシ樹脂層上全面またはパターン状にグラフトポリマーを形成するが、（
ｂ’）工程では、エポキシ樹脂層表面上にパターン状に紫外光を照射してエポキシ樹脂層
上にグラフトポリマーパターンを形成する。この点以外は、同一工程である。このため、
上記（ｂ）及び工程（Ｂ）工程についても、多層配線板の製造方法に含めて説明する。
【０１２４】
　さらに、上記導電膜形成方法における上記（ｃ）工程、上記（ｄ）工程、上記導電性パ
ターン形成方法における上記（Ｃ）工程、及び上記（Ｄ）工程と、詳細を後述する多層配
線板の製造方法の上記（ｄ’）工程とは、下記点において異なる以外は同一工程であるた
め、多層配線板の製造方法に含めて説明する。
　相違点は、多層配線板の製造方法における（ｄ’）工程では、グラフトポリマー形成領
域に選択的に無電解めっきによる金属膜を施して第１の導電性パターン及びバイアホール
を形成した後に、このバイアホールにより第２の導電性パターンと第１の導電性パターン
とを電気的に接続して導電経路を形成することによって多層配線板を製造するが、上記（
ｃ）工程、上記（ｄ）工程、上記導電性パターン形成方法における上記（Ｃ）工程、及び
上記（Ｄ）工程では、バイアホール及び導電経路の形成は含まず、グラフトポリマー形成
領域に選択的に無電解めっきを施すことによって導電膜または導電性パターンを形成する
。
【０１２５】
　本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法では、
まず、絶縁基板を用意する。
　この絶縁基板としては、例えば、金属板（例えばアルミニウム、亜鉛、銅等）、シリコ
ン基板、プラスティックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロ
ピオン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート
、ポリビニルアセタール、ポリイミド、エポキシ樹脂等）、リジッドな絶縁基板（ガラス
エポキシ基板等）が挙げられる。これらは単体の基板であっても良いし、複合基板でも良
い。複合基板としては、例えば金属膜がラミネートもしくは蒸着されたプラスティックフ
ィルムやエポキシ基板、金属膜あるいは金属パターンが層間に形成されたエポキシ基板等
が含まれる。これらの中で、ポリイミドフィルム、エポキシ樹脂を主成分とするエポキシ
基板等が特に好ましい。また、多層配線板製造に適用される絶縁基板としては、エポキシ
樹脂を主成分とする絶縁基板が特に好ましい。
【０１２６】
　本発明に用いる上記絶縁基板は、表面平滑性に優れたものが好ましく、Ｒｚ値換算（１
０点平均高さ：ＪＩＳ規格Ｂ０６０１）で３μｍ以下であることがより好ましく、１μｍ
以下であることがさらに好ましい。上記各種基板及びエポキシ樹脂層の表面平滑性が上記
値の範囲内、すなわち、実質的に凹凸がない状態であれば、配線が極めて微細なものであ
っても、基板の表面粗さに影響されることなく高精度で形成可能となる。つまり、回路が
高密度かつ高精度に形成されてなる配線板の製造が可能となる。
【０１２７】
　なお、上記基板のうち、エポキシ樹脂を主成分とする基板に用いられるエポキシ樹脂は
、先に述べたエポキシ樹脂層を構成するエポキシ樹脂と同様のものが挙げられ、複合素材
も同様に用いることができるが、エポキシ樹脂を基板として用いる場合には、さらに、前
記した複合素材の複合材料、複合樹脂に加え、紙、ガラス繊維、シリカ粒子などの補強材
、充填材を添加したものであってもよい。
【０１２８】
　本発明の多層配線板の製造方法では、この絶縁基板上に任意の導電性パターン（第１の
導電性パターン）を有する積層体を準備する。
　この第１の導電性パターンの形成方法は任意であり、銅張積層板をエッチングして銅パ
ターンとするか、もしくはレジストを介する無電解めっきを施して銅パターンとする方法
など、公知の方法により形成されたものであっても、後述する第２の導電性パターンと同
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様に、グラフトポリマーパターンを利用して形成されたものであってもよい。
【０１２９】
　本発明の多層配線板の製造方法における（ａ’）工程では、このような絶縁基板上に、
任意に形成された第１の導電性パターン上にさらにエポキシ樹脂層を形成する。
　なお、本発明の導電膜形成方法における（ａ）工程、及び導電性パターン形成方法にお
ける（Ａ）工程では、上記絶縁性基板上にエポキシ樹脂層を形成する。
【０１３０】
　エポキシ樹脂層は、上記絶縁基板または上記第１の導電性パターン上に、未硬化の上記
エポキシ樹脂組成物を、スクリーン印刷法やスプレー法、カーテンコート法等の公知慣用
の方法にて塗布乾燥して加熱硬化させるか、又はエポキシ樹脂フィルムをラミネートした
後、加熱硬化することにより形成することができる。
　なお、エポキシ樹脂層を形成する前に第１の回路層間の凹部にエポキシ樹脂を埋込み、
基板表面を予め平滑化することができる。これにより、エポキシ樹脂層の厚みが均一とな
り、その後の工程における信頼性が得られる。
【０１３１】
　上記エポキシ樹脂組成物の加熱硬化条件は、１５０℃～２２０℃で１０分から１８０分
が好ましく、より好ましくは１６０℃～２００℃で２０分から１２０分である。
【０１３２】
　なお、このエポキシ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層のＴｇとしては、１５０℃以上
２３０℃以下の範囲内であることが好ましく、より好ましくは１５０℃以上１８０℃以下
の範囲内である。
　エポキシ樹脂層のＴｇが１５０℃未満であると、エポキシ樹脂層の加熱時の寸法変化が
大きい、はんだ耐熱性に劣るという問題があり、２３０℃より高いと膜が脆くなりやすい
、吸水性が高くなるなどのデメリットが発生し、耐熱性とトレードオフの関係になりやす
いという問題がある。
　上記範囲のＴｇを有する絶縁性樹脂としては、熱硬化性樹脂を挙げることができ、具体
的にはエポキシ樹脂、ビスマレイミド樹脂、シアネート樹脂等を挙げることができる。
【０１３３】
　なお、ガラス転移温度Ｔｇは、例えば、ＴＭＡ法で求めることができる。方法としては
試験片を５℃/分の割合で昇温させ、熱分析装置にて厚さ方向の熱膨張量を測定し、温度
と熱膨張量のグラフを作成する。ガラス転移点の前後の曲線に接線を引き、この接線の交
点からＴｇを求めることができる。
【０１３４】
　本発明によって製造される多層配線板、本発明によって形成される導電膜、及び本発明
のよって形成される導電性パターンを構成するエポキシ樹脂層のＴｇ以下の線膨張係数と
しては、２０ｐｐｍ以上８０ｐｐｍ以下の範囲内であることが好ましく、より好ましくは
２０ｐｐｍ以上４０ｐｐｍ以下の範囲内である。
　絶縁性樹脂層の線膨張係数が８０ｐｐｍより高いと、熱時の寸法変化が大きく発生する
応力が大きい。従って、耐クラック性に劣るという問題があり、２０ｐｐｍ未満であって
も、同様な問題がある。
【０１３５】
　なお、これらのエポキシ樹脂の中にシリカ等の無機フィラーを含有することが低熱膨張
率化の点から更に好ましい。
【０１３６】
　なお、線膨張係数は、例えばＴＭＡ法（Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ａｎ
ａｌｙｓｉｓ）により、以下の測定条件下において測定する。測定条件としては、例えば
、前記のエポキシ樹脂膜を幅４ｍｍ、長さ３０ｍｍの試験片を切り出して、評価サンプル
として、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ製装置（ＴＭＡＱ４００）にて、チャック間１５
ｍｍ、昇温速度５℃／分、荷重０．０３Ｎ、２５℃～２５０℃の温度範囲で測定し、その
結果から、Ｔｇ以下における線膨張係数を求めた。
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【０１３７】
　一方、耐クラック性付与の方法として、応力を緩和させる方法もある。このためには、
絶縁性樹脂層に、引っ張り破断伸びの大きいエポキシ樹脂を用いること好ましく、引っ張
り試験機で測定した値が５％以上１５％以下の範囲内であることが好ましく、８％以上１
２％以下の範囲内であることがより好ましい。
【０１３８】
　引っ張り破断伸びの測定方法としては、引っ張り試験機、例えばテンシロン（型番ＲＰ
Ｍ－５０、株式会社オリエンテック製）により測定することができる。
【０１３９】
　上記引張り破断伸び特性を達成するためには、エポキシ樹脂中に、熱可塑性樹脂を混合
することが好ましい。具体的には、ポリエーテルスルホン／エポキシ樹脂、フェノキシ樹
脂／エポキシ樹脂、ＰＰＥ／エポキシ樹脂等を挙げることができる。
【０１４０】
　近年、半導体封止材料やプリント配線基板の分野では、環境問題による法規制により鉛
を使用しない高融点はんだが主流となりつつある。そのため、例えば半導体実装時のリフ
ロー温度が従来温度より上昇し、このリフロー時の高温化によって絶縁層内部にクラック
が発生しやすくなる。このためエポキシ樹脂層には、高耐熱性化や応力発生を低減するた
めの低熱膨張率化が望まれている。
【０１４１】
　上記範囲内のＴｇ、上記範囲内の線膨張係数、及び上記範囲内の引っ張り破断伸びを有
するように、エポキシ樹脂層を構成するエポキシ樹脂組成物を選択することにより、エポ
キシ樹脂層の高耐熱性化や応力発生を低減するための低熱膨張率化を実現することが可能
となる。
【０１４２】
　ここで、金属パターンを本発明の製造方法によって製造された多層配線板の配線（導電
性膜）として用いる場合には、大容量データを高速に処理するという観点から信号の遅延
と減衰とを抑制するためには、誘電率及び誘電正接を各々低くすることが有効である。
　低誘電正接材料の採用については、「エレクトロニクス実装学会誌」第７巻、第５号、
Ｐ３９７（２００４年）に詳細に記載されているとおりであり、特に低誘電正接特性を有
する絶縁材料を採用することが高速化の観点から好ましい。
【０１４３】
　そこで、本発明によって製造される多層配線板、導電膜、及び導電性パターンを構成す
る上記エポキシ樹脂層の１ＧＨｚにおける誘電率（比誘電率）は、２．５以上３．５以下
の範囲内であることが好ましく、１ＧＨｚにおける誘電正接は０．００４以上０．０３以
下の範囲内であることが好ましい。
　なお、エポキシ樹脂層の１ＧＨｚにおける誘電率は、更に好ましくは２．５以上３．１
以下の範囲内であり、１ＧＨｚにおける誘電正接は、０．００４以上０．０２８以下の範
囲内であることが更に好ましい。
【０１４４】
　エポキシ樹脂層の誘電率、誘電正接は、常法、例えば、「第１８回エレクトロニクス実
装学会学術講演大会要旨集」、２００４年、ｐ１８９、に記載の方法に基づき、空洞共振
器摂動法を利用した測定器（極薄シート用εｒ、ｔａｎδ測定器・システム、キーコム株
式会社製）を用いて測定することができる。
【０１４５】
　本発明におけるエポキシ樹脂層は、上記物性を満たすように適宜選択されたエポキシ樹
脂組成物を塗布し、硬化することにより得られるが、層の厚みには特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択されるが、一般的には、１０～２００μｍの範囲である。
　本発明に用いられるエポキシ樹脂層は、選択されるエポキシ樹脂組成物の特性により、
一般的に回路との密着性向上などを目的としてしばしば行われる電子線照射、プラズマ照
射、グロー処理などの高エネルギー付与による表面活性化処理を行うことなく、二重結合
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化合物を接触させ、エネルギー付与するのみで簡易に表面グラフトが形成されることを特
徴とするが、得られる表面グラフト材料の特性を考慮すればエポキシ樹脂層表面は平滑で
あることが好ましく、この観点からは、本発明における樹脂層表面は何らの表面処理、前
処理を行うことなく使用されることが好ましい。
【０１４６】
　具体的には、先に述べたように、ＪＩＳ　Ｂ０６０１（１９９４年）、１０点平均高さ
法で測定した平均粗さ（Ｒz）が３μｍ以下である平滑性を有するものが好ましい。
【０１４７】
〔接着剤層〕
　なお、本発明の多層配線板の製造方法では、絶縁基板上に第１の回路（第１の導電性パ
ターン）を形成した後に、その上にビルドアップにより配線板（多層配線板）を製造する
場合には、必要に応じエポキシ樹脂層（＝絶縁性基板）と第１の回路との密着性を上げる
ために第２のエポキシ樹脂層の裏面に接着層を設けてもよい。
　接着層には、例えば、従来の接着性樹脂が用いられ、適当な樹脂流れ性を有し、強固な
接着性を実現できるものであれば公知の技術を適用することができる。また、接着層は、
金属微小粒などの適当な導電性粒子を含む、導電性接着層であってもよい。
【０１４８】
　接着層の種類は特に限定されないが、含有する接着性樹脂の種類で大別すれば、（Ａ）
熱可塑性樹脂を用いた熱融着性の接着剤、（Ｂ）熱硬化樹脂（熱硬化型樹脂）の硬化反応
を利用した硬化型接着剤、の二種類が代表的なものとなる。
【０１４９】
　次に、本発明の導電膜形成方法における（ｂ）工程、導電性パターン形成方法における
（Ｂ）工程、及び本発明の多層配線板の製造方法における（ｂ’）工程として、グラフト
ポリマーパターンを形成する。
　なお、本発明の多層配線板の製造方法では、この（ｂ’）工程に先立って或いはこの（
ｂ’）工程の後に、以下に詳述する（ｃ’）エポキシ樹脂層にバイアホール用開口を形成
する工程を実施する。
【０１５０】
　この（ｂ）工程、（ｂ’）工程、及び（Ｂ）工程における該グラフトポリマーパターン
の形成工程では、エポキシ樹脂層表面へ二重結合を有する化合物を接触させ、紫外線等の
エネルギーを付与する。エネルギー付与されると、エネルギー付与露光領域にのみエポキ
シ樹脂層表面と直接結合したグラフトポリマーパターンが形成される。
　以下にグラフトポリマーパターンの形成方法について、詳細に説明する。
【０１５１】
〔表面グラフト形成方法〕
　本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法では、
エポキシ樹脂層表面に、二重結合を有する化合物を塗布し、紫外線照射によりエネルギー
を付与して、該樹脂層表面と直接結合するグラフトポリマーを生成させる。
【０１５２】
〔二重結合化合物〕
　エポキシ樹脂層の表面に塗布される二重結合化合物としては、重合性基を有するモノマ
ー、マクロマー、あるいは二重結合を有する高分子化合物のいずれも用いることができる
。これらの化合物は公知のものを任意に使用することができる。これらのうち、本発明に
おいて特に有用な化合物は重合性基を有し、かつ極性官能基を有する化合物である。この
極性官能基により、形成されたグラフトポリマーに、親水性或いは無電解めっき触媒（前
駆体）との相互作用性などの特性を付与することができる。極性官能基としては、カルボ
キシル基、水酸基、アミノ基、スルホン酸基、ホスホン酸基、アミド基、などの親水性基
をあげることができる。
【０１５３】
　エポキシ樹脂層の表面に塗布される二重結合を有するモノマーとしては、具体的には、
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例えば、（メタ）アクリル酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、イタコン酸若し
くはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、スチレンスルホン酸若しくはそのアルカリ金属塩
及びアミン塩、２－スルホエチル（メタ）アクリレート若しくはそのアルカリ金属塩及び
アミン塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸若しくはそのアルカリ金
属塩及びアミン塩、アシッドホスホオキシポリオキシエチレングリコールモノ（メタ）ア
クリレート若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、ポリオキシエチレングリコールモ
ノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－モノメチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ジメチロール（メタ）アク
リルアミド、アリルアミン若しくはそのハロゲン化水素酸塩、Ｎ－ビニルピロリドン、ビ
ニルイミダゾール、ビニルピリジン、ビニルチオフェン、スチレン、エチル（メタ）アク
リル酸エステル、n-ブチル（メタ）アクリル酸エステルなど炭素数１～２４までのアルキ
ル基を有する（メタ）アクリル酸エステルなどを挙げることができる。
【０１５４】
　本発明においては、エポキシ樹脂層の表面に塗布される二重結合化合物として、モノマ
ーのみならず、マクロマー、ポリマーも好ましく使用することができる。本発明に用いう
る二重結合を有するマクロマーは、前記モノマーを用いて公知の方法にて作製することが
できる。本態様に用いられるマクロモノマーの製造方法は、例えば、平成１年９月２０日
にアイピーシー出版局発行の「マクロモノマーの化学と工業」（編集者　山下雄也）の第
２章「マクロモノマーの合成」に各種の製法が提案されている。これらのマクロモノマー
のうち有用な重量平均分子量は２５０～１０万の範囲で、特に好ましい範囲は４００～３
万である。
【０１５５】
　本発明においてエポキシ樹脂層の表面に塗布されうる二重結合を有する高分子化合物と
は、重合性基として、ビニル基、アリル基、（メタ）アクリル基などのエチレン付加重合
性不飽和基（重合性基）を導入したポリマーを指し、このポリマーは、少なくとも末端又
は側鎖に重合性基を有するものであり、側鎖に重合性基を有するものがより好ましい。
　二重結合を有する高分子化合物は重合性基のほかにも、前記したようにカルボキシル基
などの、極性基、或いは、表面に導入しようとする機能性材料と相互作用性可能な官能基
を有することが好ましい。
　重合性基を有する高分子化合物の有用な重量平均分子量は５００～５０万の範囲で、特
に好ましい範囲は１０００～５万の範囲である。
【０１５６】
　エポキシ樹脂層の表面に塗布される二重結合化合物として、末端のみならず、側鎖に複
数の重合性基を有するマクロマー、ポリマーを用いることで、グラフト生成密度が向上し
、均一で高密度のグラフトが生成される。このため、このような表面グラフト材料に無電
解めっき触媒或いはその前駆体を付着する際にも、付着密度が向上し、優れためっき受容
性領域を得ることができる。マクロマーやポリマーを二重結合化合物として用いる場合に
は、重合性基が高密度に存在することから、重合開始剤を共存させたり、高エネルギーの
電子線を用いる公知の方法を用いてグラフト生成すると、先に述べたホモポリマーの生成
が著しく、また、形成されたホモポリマーの除去性もより低下することから、このような
二重結合化合物を用いた場合に、本発明の効果が著しいことがわかる。
　また、製造方法の観点からは、ポリマーを用いて塗布法により二重結合化合物をエポキ
シ樹脂層表面に接触させる場合には、均一な厚みの高分子塗布膜が容易に形成され、モノ
マー塗布の場合に必要とする塗布液保護用カバーが不要となり、二重結合化合物を任意の
厚みで均一に接触させることが可能となるため、形成されるグラフトポリマーの均一性が
向上し、製造適性に優れるという利点をも有するものである。このような理由から、大面
積、或いは大量の製造においては、二重結合を有するポリマー（高分子化合物）を用いる
ことが製造適性上特に有用である。
【０１５７】
　このような重合性基と相互作用性基とを有する高分子化合物の合成方法としては、ｉ）
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相互作用性基を有するモノマーと重合性基を有するモノマーとを共重合する方法、ii）相
互作用性基を有するモノマーと二重結合前駆体を有するモノマーとを共重合させ、次に塩
基などの処理により二重結合を導入する方法、iii）相互作用性基を有するポリマーと重
合性基を有するモノマーとを反応させ、二重結合を導入（重合性基を導入する）方法が挙
げられる。
【０１５８】
　好ましい合成方法は、合成適性の観点から、ii）相互作用性基を有するモノマーと二重
結合前駆体を有するモノマーとを共重合させ、次に塩基などの処理により二重結合を導入
する方法、iii）相互作用性基を有するポリマーと重合性基を有するモノマーとを反応さ
せ、重合性基を導入する方法である。
【０１５９】
　なお、本発明においてii）のグラフトポリマー合成方法に用いうる相互作用性基を有す
るモノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミ
ン塩、イタコン酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、より具体的には、２－ヒド
ロキシエチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－モノメチロール（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ－ジメチロール（メタ）アクリルアミド、アリルアミン若しくは
そのハロゲン化水素酸塩、３－ビニルプロピオン酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミ
ン塩、ビニルスルホン酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、２－スルホエチル（
メタ）アクリレート、ポリオキシエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、２－ア
クリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、アシッドホスホオキシポリオキシエチレ
ングリコールモノ（メタ）アクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン（下記構造）、スチレン
スルホン酸ナトリウム、ビニル安息香酸等が挙げられ、一般的には、カルボキシル基、ス
ルホン酸基、リン酸基、アミノ基若しくはそれらの塩、水酸基、アミド基、ホスフィン基
、イミダゾール基、ピリジン基、若しくはそれらの塩、及びエーテル基などの官能基を有
するモノマーが使用できる。
【０１６０】
【化３２】

【０１６１】
　上記相互作用性基を有するモノマーと共重合する重合性基を有するモノマーとしては、
アリル（メタ）アクリレート、２－アリルオキシエチルメタクリレートが挙げられる。
　また、二重結合前駆体を有するモノマーとしては２－（３－クロロ－１－オキソプロポ
キシ）エチルメタクリレー卜や、特開２００３－３３５８１４号公報に記載の化合物（ｉ
－１～ｉ－６０）が使用することができ、これらの中でも、特に下記化合物（ｉ－１）が
好ましい。
【０１６２】
【化３３】

【０１６３】
　更に、相互作用性基を有するポリマー中の、カルボキシル基、アミノ基若しくはそれら
の塩、水酸基、及びエポキシ基などの官能基との反応を利用して、不飽和基を導入するた
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めに用いられる重合性基を有するモノマーとしては、（メタ）アクリル酸、グリシジル（
メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル、２－イソシアナトエチル（メタ）アク
リレートなどがある。
【０１６４】
　ii）相互作用性基を有するモノマーと二重結合前駆体を有するモノマーとを共重合させ
た後の、塩基などの処理により二重結合を導入する方法については、例えば、特開２００
３－３３５８１４号公報に記載の手法を用いることができる。
【０１６５】
〔表面グラフト重合〕
　エポキシ樹脂層表面に生成されるグラフトポリマー（表面グラフトポリマー）は、一般
的に表面グラフト重合と呼ばれる手段を用いて作製される。
　グラフト重合とは高分子化合物鎖上に活性種を与え、これによって重合を開始する別の
単量体を更に重合させ、グラフト（接ぎ木）重合体を合成する方法であり、特に活性種を
与える高分子化合物が固体表面を形成する時には表面グラフト重合と呼ばれる。
【０１６６】
　本発明では、上記で説明したエポキシ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層表面に、二重
結合を有する化合物を接触させ、エネルギーを付与することで、活性点を発生させ、この
活性点と該化合物の重合性基とが反応し、表面グラフト重合反応が引き起こされる。この
とき、エポキシ樹脂組成物に含まれる上記光重合開始剤が、グラフト重合の開始剤として
機能する。
【０１６７】
　エポキシ樹脂製エポキシ樹脂層表面に、二重結合を有する化合物を接触させる方法とし
ては、上記エポキシ樹脂層の形成された絶縁基材または、上記エポキシ樹脂層の形成され
た第１の導電性パターンを有する絶縁基材ごと、二重結合を有する化合物を含有する液状
の組成物中に浸漬することで行ってもよいが、取り扱い性や製造効率、さらには、形成さ
れた回路への影響を考慮すれば、該二重結合を有する化合物をエポキシ樹脂層表面にその
まま塗布するか、或いは、それを主成分として含有する組成物を塗布して、表面に二重結
合を有する化合物を含有する層を形成することにより行うことが好ましい。
【０１６８】
　この接触に際しては、ホモポリマーの所望されない生成を抑制する観点から、重合開始
能を有する化合物の非存在下で行われることが好ましい。即ち、接触が上記二重結合を有
する化合物単体で行われる場合には、当然他の化合物が共存しないことになるが、上記二
重結合を有する化合物を溶剤に溶解するか、分散媒中に分散させて接触させる場合、その
二重結合を有する化合物を含有する組成物中には、重合開始剤などの重合反応に関与しう
る他の化合物を含まないことを要する。
　従って、浸漬法及び塗布法のいずれであっても、用いられる二重結合化合物含有組成物
は、好ましくは、主成分として二重結合を有する化合物及び溶媒又は分散媒のみからなる
組成物であり、他の化合物を含む場合であっても、所望により塗布性や面状性などの液体
組成物の物性の向上を目的とした界面活性剤などに限ることが好ましい。塗布法を用いる
場合でも、塗布後、乾燥により溶剤を除去した後露光を行うことが好ましい。
【０１６９】
　上記二重結合を有する化合物を含有する組成物に使用する溶剤は、主成分である重合性
基や相互作用性基を有する化合物、親水性モノマーなどを溶解或いは分散することが可能
であれば特に制限はないが、水、水溶性溶剤などの水性溶剤が好ましく、これらの混合物
や、溶剤に更に界面活性剤を添加してもよい。
　使用できる溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、エチレン
グリコール、グリセリン、プロピレングリコールモノメチルエーテルの如きアルコール系
溶剤、酢酸の如き酸、アセトン、シクロヘキサノンの如きケトン系溶剤、ホルムアミド、
ジメチルアセトアミドの如きアミド系溶剤、などが挙げられる。
【０１７０】
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　必要に応じて溶剤に添加することのできる界面活性剤は、溶剤に溶解するものであれば
よく、そのような界面活性剤としては、例えば、ｎ－ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリ
ウムの如きアニオン性界面活性剤や、ｎ－ドデシルトリメチルアンモニウムクロライドの
如きカチオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンノニルフェノールエーテル（市販品とし
ては、例えば、エマルゲン９１０、花王（株）製など）、ポリオキシエチレンソルビタン
モノラウレート（市販品としては、例えば、商品名「ツイーン２０」など）、ポリオキシ
エチレンラウリルエーテルの如き非イオン性界面活性剤等が挙げられる。
【０１７１】
　エポキシ樹脂層表面に組成物を液状のまま接触させてグラフトポリマー生成を行う場合
には、任意に行うことができるが、塗布法により基材表面に組成物を適用する場合の塗布
量としては、充分な塗布膜を得る観点からは、固形分換算で０．１～１０ｇ／ｍ2が好ま
しく、特に０．５～５ｇ／ｍ2が好ましい。
【０１７２】
〔エネルギー付与〕
　エポキシ樹脂層表面に活性点を発生させ、グラフトを生成させるためのエネルギー付与
方法としては、紫外線の照射や、γ線、電子線などの放射線照射等を用いることができる
。例えば、ＵＶランプ、ブラックライトなどによる光照射が可能である。
　光源としては、例えば、水銀灯、メタルハライドランプ、キセノンランプ、ケミカルラ
ンプ、カーボンアーク灯、等がある。また、ｇ線、ｉ線、Ｄｅｅｐ－ＵＶ光も使用される
。
　エネルギー付与に要する時間としては、目的とするグラフトポリマーの生成量及び光源
により異なるが、通常、１０秒～５時間の間である。
【０１７３】
　エネルギー付与方法としては、上記光源を用いてエポキシ樹脂層上の全面に、またはエ
ポキシ樹脂層上にパターン状に光を露光することによってエネルギーを付与することがで
きる。
　また、高解像度のパターンを形成するための好ましい露光光源としては、２５４ｎｍ、
３６５ｎｍの露光波長を有し、平行光露光しうる水銀灯（低圧、中圧、高圧、超高圧）が
挙げられ、平行光にて露光するコンタクトアライナーと称する方法で行うことが一般的で
ある。また、他の露光方法としては、光学系を用いた光ビーム走査露光、マスクを用いた
露光などが挙げられ、所望のパターンの解像度に応じた露光方法をとればよく、パターン
形成されたマスクフィルムをエポキシ樹脂層表面に密着させ、マスクフィルムを介して露
光するか、走査露光を行えばよい。紫外線は比較的短波長であるため、平行光源を用いる
ことで、パターン幅１００μｍ以下、好ましくは３～２５μｍのものを形成することで、
マスクフィルムのパターンに応じた高精細なパターンを形成することが可能である。
【０１７４】
　露光後に溶媒による洗浄、例えば水による洗浄が行われ未反応の二重結合化合物が除去
されてグラフトポリマーパターンが形成される。本発明の方法では所望されないホモポリ
マーの形成がなく、不純物は簡易な洗浄により容易に除去され、露光条件に応じた高精細
なグラフトポリマーパターンが形成される。
　形成されるグラフト膜は、膜厚が０．１～２．０ｇ／ｍ2の範囲にあることが好ましく
、０．３～１．０ｇ／ｍ2 がさらに好ましく、最も好ましくは、０．５～１．０ｇ／ｍ2

の範囲である。
　このようなグラフトポリマーパターン形成領域は、極性基、或いは無電解めっき触媒（
前駆体）との相互作用性基を有することで、無電解めっきを行う場合に優れためっき受容
性を有する領域となる。
【０１７５】
　本発明の多層配線板の製造方法において、前記（ｂ’）工程の前、または後に実施され
る（ｃ’）絶縁材料層にビアホール用開口を形成する工程は、後述する第２の導電性パタ
ーンと前記第１の導電性パターンとを電気的に接続する導電経路を形成するための開口部
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を形成する工程である。
　開口部を形成する加工方法としては、公知のドリルマシン、ドライプラズマ装置、炭酸
ガスレーザー、ＵＶレーザー、エキシマレーザー等を用いた方法が例示されるが、中でも
、ＵＶ－ＹＡＧレーザー、エキシマレーザーを用いる方法が、小径かつ良好な形状のビア
形成が可能なためより好ましい。なお、炭酸ガスレーザーなどを用いる方法のように、レ
ーザー加熱による分解にてビア用開口部を形成する場合には、さらにデスミア処理を行う
ことがより好ましい。デスミア処理により、後工程におけるビア内部の導電層形成をより
良好に行うことができる。
【０１７６】
　次に、本発明の導電膜形成方法における（ｃ）工程、（ｄ）工程、導電性パターン形成
方法における（Ｃ）工程、（Ｄ）工程、及び本発明の多層配線板の製造方法における（ｄ
’）工程について説明する。
　本発明の導電膜形成方法、導電性パターン形成方法、及び多層配線板の製造方法におけ
る、（ｃ）工程、（Ｃ）工程、及び（ｄ’）工程では、グラフトポリマーに無電解めっき
触媒またはその前駆体を付与し、（ｄ）工程及び（Ｄ）工程では、無電解めっきを行い、
導電膜または導電性パターンを形成する。
【０１７７】
　エポキシ樹脂層表面にグラフトポリマーが形成されると、グラフトポリマー形成領域が
めっき受容性領域となる。このため、本工程では、グラフトポリマー形成領域に選択的に
無電解めっきを施すことで、導電膜、または導電性パターンを形成する。
【０１７８】
　また、本発明の多層配線板の製造方法の（ｄ’）工程においては、無電解めっきを施し
た後に、更にグラフトポリマーパターンに応じた第２の導電性パターン及びバイアホール
を形成し、該バイアホールにより、第２の導電性パターンと第１の導電性パターンとを電
気的に接続して導電経路を形成する。無電解めっきを施すことで、導電性パターンとして
第１の導電性パターンが形成されると共にビアホール用開口部にも同時にめっきが施され
ることによりビアが形成され、第１の導電性パターンと第２の導電性パターンとの間を電
気的に接続する導電経路が形成される。
【０１７９】
　本工程で実施されるめっき処理は、銅めっき、ニッケルめっき等、金属の種類は特に限
定されることなく、通常公知の無電解めっきを適用することができる。
【０１８０】
　無電解めっき処理を施す方法としては、具体的には、グラフトポリマー鎖の存在領域（
グラフトパターン）に無電解めっき触媒またはその前駆体を付与し、その後、無電解めっ
きを行い、パターン状に金属膜を形成する方法が挙げられる。
＜無電解めっき触媒＞
　本工程において用いられる無電解めっき触媒とは、主に０価金属であり、Ｐｄ、Ａｇ、
Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｃｏなどが挙げられる。本発明においては、特に、Ｐｄ、Ａｇ
がその取り扱い性の良さ、触媒能の高さから好ましい。０価金属を前記グラフトパターン
上（相互作用性領域）に固定する手法としては、例えば、グラフトパターン上のこれら無
電解めっき触媒（前駆体）と相互作用する官能基（相互作用性基）と、相互作用するよう
に荷電を調節した金属コロイドを、相互作用性領域に適用する手法が用いられる。一般に
、金属コロイドは、荷電を持った界面活性剤又は荷電を持った保護剤が存在する溶液中に
おいて、金属イオンを還元することにより作製することができる。金属コロイドの電荷は
、ここで使用される界面活性剤又は保護剤により調節することができ、このように電荷を
調節した金属コロイドを、グラフトパターンが有する相互作用性基と相互作用させること
で、グラフトパターン上に選択的に金属コロイド（無電解めっき触媒）を吸着させること
ができる。
【０１８１】
＜無電解めっき触媒前駆体＞
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　本工程において用いられる無電解めっき触媒前駆体とは、化学反応により無電解めっき
触媒となりうるものであれば、特に制限なく使用することができる。主には上記無電解め
っき触媒で用いた０価金属の金属イオンが用いられる。無電解めっき触媒前駆体である金
属イオンは、還元反応により無電解めっき触媒である０価金属になる。無電解めっき触媒
である金属イオンは、基材へ付与した後、無電解めっき浴への浸漬前に、別途還元反応に
より０価金属に変化させて無電解めっき触媒としてよいし、無電解めっき触媒前駆体のま
ま無電解めっき浴に浸漬し、無電解めっき浴中の還元剤により金属（無電解めっき触媒）
に変化させてもよい。
【０１８２】
　実際、無電解めっき前駆体である金属イオンは、金属塩の状態でグラフトパターンに付
与して相互作用させる。使用される金属塩としては、適切な溶媒に溶解して、金属イオン
と塩基（陰イオン）とに解離されるものであれば特に制限はなく、Ｍ（ＮＯ3）n、ＭＣｌ

n、Ｍ2/n（ＳＯ4）、Ｍ3/n（ＰＯ4）（Ｍは、ｎ価の金属原子を表す）などが挙げられる
。金属イオンとしては、上記の金属塩が解離したものを好適に用いることができる。具体
例としては、例えば、Ａｇイオン、Ｃｕイオン、Ａｌイオン、Ｎｉイオン、Ｃｏイオン、
Ｆｅイオン、Ｐｄイオンが挙げられ、Ａｇイオン、Ｐｄイオンが触媒能の点で好ましい。
【０１８３】
　無電解めっき触媒である金属コロイド、或いは、無電解めっき前駆体である金属塩をグ
ラフトパターン上に付与する方法としては、金属コロイドを適当な分散媒に分散、或いは
、金属塩を適切な溶媒で溶解し、解離した金属イオンを含む溶液を調製し、その溶液をグ
ラフトパターンが存在する基板表面に塗布するか、或いは、その溶液中にグラフトパター
ンを有する基板を浸漬すればよい。金属イオンを含有する溶液を接触させることで、前記
グラフトパターン形成領域の相互作用性基に、イオン－イオン相互作用、または、双極性
－イオン相互作用を利用して金属イオンを吸着させること、或いは、相互作用性領域に金
属イオンを含浸させることができる。これら吸着或いは含浸を十分に行なわせるという観
点からは、接触させる溶液の金属イオン濃度、或いは金属塩濃度は１～５０質量％の範囲
であることが好ましく、１０～３０質量％の範囲であることが更に好ましい。また、接触
時間としては、１分～２４時間程度であることが好ましく、５分～１時間程度であること
がより好ましい。
【０１８４】
　次に、グラフトポリマー形成領域に無電解めっき触媒（前駆体）が吸着された基板に無
電解めっきを行うことで、前工程により得られたグラフトパターン上に該パターンにした
がった高密度の金属膜が形成され、第２の導電性パターンが得られる。その結果、形成さ
れた金属パターンは、優れた導電性と、エポキシ樹脂層との密着性が得られる。
【０１８５】
＜無電解めっき＞
　無電解めっきとは、めっきとして析出させたい金属イオンを溶かした溶液を用いて、化
学反応によって金属を析出させる操作のことをいう。
　本工程における無電解めっきは、例えば、前記無電解めっき触媒がパターン状に付与さ
れた基板を水洗して余分な無電解めっき触媒（金属）を除去した後、無電解めっき浴に浸
漬して行なう。使用される無電解めっき浴としては一般的に知られている無電解めっき浴
を使用することができる。
【０１８６】
　また、無電解めっき触媒がパターン状に付与された基板を、無電解めっき触媒前駆体が
グラフトパターンに吸着又は含浸した状態で無電解めっき浴に浸漬する場合には、基板を
水洗して余分な無電解めっき触媒前駆体（金属塩など）を除去した後、無電解めっき浴に
浸漬する。この場合には、無電解めっき浴中において前駆体の還元と、それに引き続いて
無電解めっきが行われる。この態様に用いられる無電解めっき浴としても、上記同様、一
般的に知られている無電解めっき浴を使用することができる。
【０１８７】
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　一般的な無電解めっき浴の組成としては、１．めっき用の金属イオン、２．還元剤、３
．金属イオンの安定性を向上させる添加剤（安定剤）が主に含まれている。このめっき浴
には、これらに加えて、めっき浴の安定剤など公知の添加物が含まれていてもよい。
　無電解めっき浴に用いられる金属の種類としては、銅、すず、鉛、ニッケル、金、パラ
ジウム、ロジウムが知られており、中でも、導電性の観点からは、銅、金が特に好ましい
。
　また、上記金属に合わせて最適な還元剤、添加物がある。例えば、銅の無電解めっきの
浴は、銅塩としてＣｕ（ＳＯ4）2、還元剤としてＨＣＯＨ、添加剤として銅イオンの安定
剤であるＥＤＴＡやロッシェル塩などのキレート剤が含まれている。また、ＣｏＮｉＰの
無電解めっきに使用されるめっき浴には、その金属塩として硫酸コバルト、硫酸ニッケル
、還元剤として次亜リン酸ナトリウム、錯化剤としてマロン酸ナトリウム、りんご酸ナト
リウム、こはく酸ナトリウムが含まれている。また、パラジウムの無電解めっき浴は、金
属イオンとして（Ｐｄ（ＮＨ3）4）Ｃｌ2、還元剤としてＮＨ3、Ｈ2ＮＮＨ2、安定化剤と
してＥＤＴＡが含まれている。これらのめっき浴には、上記成分以外の成分が入っていて
もよい。
【０１８８】
　このようにして形成される金属膜の膜厚は、めっき浴の金属塩または金属イオン濃度、
めっき浴への浸漬時間、或いは、めっき浴の温度などにより制御することができるが、導
電性の観点からは、０．５μｍ以上であることが好ましく、３μｍ以上であることがより
好ましい。
　また、めっき浴への浸漬時間としては、１分～３時間程度であることが好ましく、１分
～１時間程度であることがより好ましい。
【０１８９】
〔電気めっき〕
　本発明における無電解めっきの実施後に、電気めっき処理を行うことができる。即ち、
無電解めっき処理を用いて金属膜を形成した場合、形成された金属膜を電極として、さら
に電気めっきを行うことができる。これにより基板との密着性に優れた金属膜パターンを
ベースとして、そこに新たに任意の厚みをもつ金属膜を容易に形成することができる。こ
の工程を付加することにより、パターン状の金属膜を目的に応じた厚みに形成しうるため
、所望の特性を有する導電性パターンを形成することが可能となる。
　本発明における電気めっきの方法としては、従来公知の方法を用いることができる。な
お、本工程の電気めっきに用いられる金属としては、銅、クロム、鉛、ニッケル、金、銀
、すず、亜鉛などが挙げられ、導電性の観点から、銅、金、銀が好ましく、銅がより好ま
しい。
【０１９０】
　電気めっきにより得られる金属膜の膜厚については、用途に応じて異なるものであり、
めっき浴中に含まれる金属濃度、浸漬時間、或いは、電流密度などを調整することでコン
トロールすることができる。なお、一般的な電気配線などに用いる場合の膜厚は、導電性
の観点から、０．３μｍ以上であることが好ましく、３μｍ以上であることがより好まし
い。
【０１９１】
　本発明の多層配線板の製造方法によれば、本発明のエポキシ樹脂組成物からなるエポキ
シ樹脂層に形成される第２の導電性パターンは、基材との密着性に優れたグラフトポリマ
ーパターンを介して化学的に結合される。このため、絶縁材料層と第２の導電性パターン
との密着強度は、仮に絶縁基板やその上に設けられる絶縁材料層の平滑性が高い場合であ
っても実用上十分な値を示す。
【０１９２】
　また、この工程では、前記（ｃ）工程で形成した穴（ビア）に導電性材料を埋め込み、
導電性を付与することで、第２の導電性パターンと第１の導電性パターンとを電気的に接
続する導電経路を形成する処理も同時に行われる。ビア内部を導電性にするために、ビア
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内部に導電材料を埋め込む方法をとればよい。この導電材料として、具体的には例えば、
銅、ニッケル、クロム、チタン、アルミ、モリブデン、タングステン、亜鉛、錫、インジ
ウム、金、銀、等の金属単体、またはこれらの合金（ニクロムなど）などの金属材料；ポ
リピロール、ポリチオフェンなどの導電性高分子材料；グラファイト、導電性セラミック
などの非金属無機導電材料；等が挙げられる。
　導電性材料を埋め込む方法としては、無電解めっき法あるいは塗布法が挙げられる。こ
れらの方法をとる理由は、無電解めっき法や塗布法によれば、ビアの内面のような微細空
間にも比較的均一かつ容易に導電性を形成することが可能であるためである。
　例えば、ビアを前記金属材料で構成する場合には、特に好適には、触媒をビア内部に付
与して、化学的な金属めっき法（無電解めっき法）を行う。この金属めっきはグラフト表
面を金属めっき処理する際に同時に行うことが好適である。
【０１９３】
　また、ビア内部を導電性高分子材料で構成する場合には、無電解めっき法や塗布法を採
用する。無電解めっき法では、適切な酸化剤をビア内部に付与した後に、ピロールやチオ
フェンモノマーを含む溶液、例えば、ピロール溶液に、積層体を浸漬すればよい。塗布法
では、ポリピロールやポリ１、４ジオキシチオフェンなどの導電性高分子を溶媒に溶解し
た溶液を用い、この溶液をグラフト層およびビア上に塗布すれば良い。
【０１９４】
　また、ビア内部をグラファイトなどの非金属無機導電材料で構成する場合には、触媒を
用いない無電解めっき法が好適に採用される。グラファイトめっきを例に挙げて説明すれ
ば、ビアの表面を、前処理液で処理した後に、グラファイト分散液に積層体を浸漬すれば
よい。このプロセスに採用可能なグラファイトめっき液の代表例として、メック社のグラ
ファイトめっき液であるダイレクトプレーティング（登録商標）が挙げられる。このグラ
ファイトめっき液は、前処理液（メックＳプロセス　ＳＰ－６５６０）と、グラファイト
分散液（メックＳプロセス　ＳＰ－６６０１）とがセットになったものである。
【０１９５】
　その後、さらに３層以上の多層配線板を製造する場合には、前記第２の導電性パターン
上に第２のエポキシ樹脂層を形成し、前記本発明の工程（ａ）乃至（ｄ）を同様に繰り返
すことにより３層以上の配線を有する多層配線板を形成することができる。
【０１９６】
　なお、本発明にかかる多層配線板の製造方法では、より好ましくは、第２の導電性パタ
ーン、所望により設けられる第３の導電性パターンは、表面平滑なエポキシ樹脂層上に形
成される。この場合、従来技術である粗面化された樹脂基板の表面に形成された無電解め
っき金属層と比較して、本発明の多層配線板における第２、第３の回路層はより平滑な基
板の上に密着性良好に形成される。そのため、本発明にかかる高精細導電性パターンの製
造方法によれば、表面の凹凸による細線の乱れがなく、密着性に優れ、且つ、均一な特性
を有する設計通りの良好な回路形状が得られる。
【０１９７】
　また、本発明にかかる多層配線板の製造方法の一特徴点として、回路形成時の絶縁特性
の確保が容易である点が挙げられる。すなわち、従来のセミアディティブ法では、絶縁基
板の表面全体に無電解銅めっきや無電解銅めっき触媒を付着させるため、これらの金属が
残留しやすいため、得られる配線板上の配線間絶縁性が低下しやすい。しかし、本発明に
かかる製造方法では、絶縁基板の表面全体ではなく、配線に必要なパターンにのみに無電
解銅めっきや無電解銅めっき触媒を付着させるため、パターン以外の本来絶縁部分に無電
解銅めっきや触媒が残留するという上記問題は発生しない。従って、本発明にかかる配線
板の製造方法では、基板との密着性に優れ、かつ絶縁性にも優れた高密度回路（配線）の
形成が可能となる。
　また、レジスト塗布やエッチングなどの複雑な工程を必要とせず、さらに、エッチング
処理を行わずに高精細パターンが形成できるため、エッチング廃液の処理の必要がなく、
環境的観点からも好ましい製造方法といえる。
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　また、本発明の導電膜形成方法、及び導電パターン形成方法によれば、本発明のエポキ
シ樹脂組成物からなるエポキシ樹脂層上の全面に、またはエポキシ樹脂層上にパターン状
にエネルギーを付与して活性点を発生させることによりグラフトポリマーを生成する。そ
して、このグラフトポリマー生成時には、エポキシ樹脂組成物に含まれる光重合開始剤が
重合開始剤として機能する。このため、エポキシ樹脂層上に形成されるグラフトポリマー
による層またはグラフトポリマーパターンは、絶縁基材との密着性に優れたグラフトポリ
マーパターンを介して化学的に結合される。このため、導電膜及び導電性パターンの密着
強度は、仮に絶縁基板の平滑性が高い場合であっても実用上十分な値を示す。
【実施例】
【０１９９】
　以下、実施例及び比較例を示して本発明について具体的に説明するが、本発明はこれら
に制限されるものではない。なお、以下において「部」とあるのは、特に断りのない限り
全て「質量部」を表す。
（実施例１）
　まず、サブトラクティブ法によりガラスエポキシ銅張積層板上に第１の回路層（第１の
導電性パターン）を形成した。次いで、（ａ’）この第１の回路層上に、以下に示す液状
のエポキシ樹脂層形成材料をカーテンコーターにて塗布し、１１０℃で、２０分間乾燥し
、その後、１７０℃の温度条件下において３０分間で硬化して、厚さが４５μｍのエポキ
シ樹脂層を形成した。なお、エポキシ樹脂層形成材料の成分組成は以下のとおりである。
【０２００】
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）エポキシ樹脂（ジャパンエポキシレジン製、エピコート８０６、エポキシ当量１
６７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：１６．７質量部
　（Ｂ）アミノトリアジンノボラック樹脂（大日本インキ化学工業（株）製フェノライト
ＬＡ７０５２、不揮発分６２質量％、不揮発分のフェノール性水酸基当量
　　　　１２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：６．６質量部
　（Ｃ）フェノキシ樹脂（不揮発分４０質量％、東都化成（株）、ＦＸ２９３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：３０．５質量部
　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．１８質量部
　（Ｅ）シクロヘキサノン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　　：２３質量部
　（Ｆ）重合開始剤Ａ（重量平均分子量：４６０００）　　　　　　　：３．５質量部
　なお、重合開始剤Ａは、本発明のエポキシ樹脂組成物に含有される光重合開始剤に相当
し、特開平９－７７８９１に記載の方法で合成することができる。
【０２０１】
　また、重合開始材Ａの、上記エポキシ樹脂層中含まれる全固形分に対する含有量は、
　９．５質量％であった。
【０２０２】
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【化３４】

【０２０３】
　上記形成したエポキシ樹脂層のＴｇは、１７５℃であり、線膨張係数は、４０ｐｐｍで
あり、引張り破断伸びは９％であった。また、該エポキシ樹脂層の１ＧＨｚにおける誘電
正接は０．０２５であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．０であった。
【０２０４】
　ガラス転移温度Ｔｇは、ＴＭＡ法で求めた。方法としては試験片を５℃/分の割合で昇
温させ、熱分析装置にて厚さ方向の熱膨張量を測定し、温度と熱膨張量のグラフを作成し
た。ガラス転移点の前後の曲線に接線を引き、この接線の交点からTgを求めた。
【０２０５】
　線膨張係数は、前記のエポキシ樹脂膜を幅４ｍｍ、長さ３０ｍｍの試験片を切り出して
、評価サンプルとして、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ製装置（ＴＭＡＱ４００）にてチ
ャック間１５ｍｍ、昇温速度５℃／分、荷重０．０３Ｎ、２５℃～２５０℃の温度範囲で
測定し、その結果から、Ｔｇ以下における線膨張係数（α１）を求めた。
【０２０６】
　エポキシ樹脂の誘電率、誘電正接は、「第１８回エレクトロニクス実装学会学術講演大
会要旨集」、２００４年、ｐ１８９、に記載の方法に基づき、空洞共振器摂動法を利用し
た測定器（極薄シート用εｒ、ｔａｎδ測定器・システム、キーコム株式会社製）を用い
て測定した。さらに、引張り破断伸びはテンシロン（型番ＲＴＭ－５０、株式会社オリエ
ンテック製）を用い、クロスヘッドスピード１０ｍｍ／ｍｉｎ、チャック間５０ｍｍ、サ
ンプル幅４ｍｍ、室温（２３度）及び湿度５０％ＲＨ環境下で行った。破断するまで測定
し、破断点における応力、伸びを求めた。
【０２０７】
　次に、前記（ａ）で形成したエポキシ樹脂層に、（ｃ）炭酸ガスレーザーを用いてバイ
アホール形成用の開口を設けた。このときの加工条件は、パルス幅　１５／１２／５μＳ
　ショット数１／１／１（日立ビアメカニクス（株）製　レーザー加工機ＬＣＯ－１Ｂ２
１）である。
　（ｂ）次に、エポキシ樹脂層表面に二重結合を有する高分子化合物を下記の条件で塗布
した。
【０２０８】
〔二重結合を有する高分子化合物の塗布〕
　前記のようにして得られたエポキシ樹脂表面に二重結合性化合物としてアクリル基とカ
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ルボキシル基とを有する、側鎖に重合性基を持つ親水性ポリマー（Ｐ－１、下記合成例に
より得る）を含む水溶液をロッドバー＃６で塗布し、１００度１分乾燥することで２μｍ
厚のグラフトポリマー前駆体層を設けた。
【０２０９】
重合性基を有する化合物（グラフト前駆体ポリマーの塗布）
＜塗布液組成物１＞
・側鎖に重合性基を持つ親水性ポリマー（Ｐ－１）　　　　　　　　　３．１ｇ
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４．６ｇ
・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　１２．３ｇ
【０２１０】
（側鎖に重合性基を有する親水性ポリマー（Ｐ－１）の合成）
　ポリアクリル酸（平均分子量２５、０００）１８ｇを、ジメチルアセトアミド（ＤＭＡ
Ｃ）３００ｇに溶解し、そこに、ハイドロキノン０．４１ｇと、２－メタクリロイルオキ
シエチルイソシアネート１９．４ｇと、ジブチルチンジラウレート０．２５ｇと、を添加
し、６５℃、４時間反応させた。得られたポリマーの酸価は７．０２ｍｅｑ／ｇであった
。その後、１ｍｏｌ／ｌ（１Ｎ）の水酸化ナトリウム水溶液でカルボキシル基を中和し、
酢酸エチルを加えポリマーを沈殿させ、よく洗浄して、側鎖に重合性基を持つ親水性ポリ
マー１８．４ｇ（Ｐ－１）を得た。
【０２１１】
〔露光によるグラフトポリマーの生成〕
　このようにして得られた基板表面に回路パターンに応じたマスクを密着させ、以下の条
件で全面にエネルギーを付与し、エポキシ基板に直接結合するグラフトポリマーがパター
ン状に形成された材料を得た。
　エネルギー付与は、アルゴン雰囲気下で、１５００Ｗ高圧水銀灯（ＵＶＸ－０２５１６
Ｓ１ＬＰ０１，ウシオ電気（株）製，２５４ｎｍにおける光強度３８ｍＷ／ｃｍ2）を使
用し、５分間全面に照射することにより実施した。光照射後、支持体をイオン交換水でよ
く洗浄した。その後，５ｗｔ％重曹水に５分間浸漬した後，水洗した。
【０２１２】
（無電解めっき）
　得られた基板を、硝酸銀（和光純薬製）１質量％の水溶液に１分浸漬した後、蒸留水で
洗浄した。その後、下記組成の無電解めっき浴にて、６０℃で２０分間無電解めっきを行
った。
【０２１３】
＜無電解めっき浴の組成＞
　　・蒸留水　　　　　　　　　　　１８０ｍＬ
　　・硫酸銅・５水塩　　　　　　　　１．９ｇ
　　・ＥＤＴＡ・２Ｎａ　　　　　　　５．６ｇ
　　・ＮａＯＨ　　　　　　　　　　　１．６ｇ
　　・ＰＥＧ１０００　　　　　　　０．０２ｇ
　　・ホルマリン　　　　　　　　　　１．０ｇ
【０２１４】
（電解めっき）
　引き続き、下記組成の電解めっき浴にて、３Ａ/ｄｍ２の電流密度で２０分間電気めっ
きを行い、厚さ８μｍの電解銅めっき層を形成し、１５０℃で６０分間のアフターベーク
を行った。このようにして第２の回路層を得ることにより、多層プリント配線板を製造し
た。
　この多層プリント基板においては、前記めっき処理によりビアホール用開口部内にも導
電性回路が形成されていることが確認された。
【０２１５】
＜電気めっき浴の組成＞
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　　・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３００ｍL
　　・硫酸銅・５水塩　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３３ｇ
　　・濃硫酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４０ｇ
　　・塩酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２５ｍL
　　・カッパ－グリームＰＣＭ（メルテックス（株）製）　　　　９ｍL
【０２１６】
　（実施例２）
　エポキシ樹脂層形成材料として下記の材料を用いた以外は実施例１と同様にして多層プ
リント配線板を製造した。
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）エポキシ樹脂（日本化薬製、ＮＣ３０００、エポキシ当量２７５）　３０質量部
　（Ｂ）アミノトリアジンノボラック樹脂（大日本インキ化学工業（株）製フェノライト
ＬＡ７０５２、不揮発分６２質量％、不揮発分のフェノール性水酸基当量
　　　　１２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：７．１質量部
　（Ｃ）フェノキシ樹脂（不揮発分３５質量％、東都化成（株）、ＹＰ－５０ＥＫ３５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：５０質量部
　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．２９質量部
　（Ｅ）シクロヘキサノン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　　：４０質量部
　（Ｆ）ＩＲＧＡＣＵＲＥ２９５９（チバスペシャルティケミカルズ）：５．８質量部
【０２１７】
　また、重合開始材としての上記ＩＲＧＡＣＵＲＥ２９５９の、該エポキシ樹脂層中含ま
れる全固形分に対する含有量は、１０質量％であった。
【０２１８】
【化３５】

【０２１９】
　上記実施例２において、形成したエポキシ樹脂層のＴｇは、１７０℃であり、線膨張係
数は、６０ｐｐｍであり、引張り破断伸びは１１％であった。また、該エポキシ樹脂層の
１ＧＨｚにおける誘電正接は０．０２７であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．０であっ
た。
　なお、Ｔｇ，線膨張係数、引張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様
の測定方法及び測定条件において測定した。
【０２２０】
（実施例３）
　エポキシ樹脂層形成材料として下記の材料を用いた以外は実施例１と同様にして多層プ
リント配線板を製造した。
【０２２１】
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）エポキシ樹脂（ジャパンエポキシレジン製、エピコート８０７、エポキシ当量１
７０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：１６．７質量部
　（Ｂ）アミノトリアジンノボラック樹脂（大日本インキ化学工業（株）製フェノライト
ＬＡ７０５２、不揮発分６２質量％、不揮発分のフェノール性水酸基当量
　　　　１２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：６．６質量部
　（Ｃ）フェノキシ樹脂（不揮発分４０質量％、東都化成（株）、ＦＸ２９３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：３２質量部
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　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．１８質量部
　（Ｅ）メチルエチルケトン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　：６０質量部
　（Ｆ）重合開始剤Ｂ（重量平均分子量：３５０００）　　　　　　　：６質量部
　（Ｇ）球形シリカ（平均粒径１μｍ、アミノシラン処理）　　　　　：２５質量部
【０２２２】
　なお、重合開始剤Ｂは、特開平９－７７８９１に記載の方法で合成することができる。
　また、重合開始材Ｂの、該エポキシ樹脂層中含まれる全固形分に対する含有量は、
　９．３質量％であった。
【０２２３】
【化３６】

 
【０２２４】
　上記実施例３において、形成したエポキシ樹脂層のＴｇは、１７２℃であり、線膨張係
数は、３８ｐｐｍであり、引張り破断伸びは９％であった。また、該エポキシ樹脂層の１
ＧＨｚにおける誘電正接は０．０２６であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．０であった
。
　なお、Ｔｇ，線膨張係数、引張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様
の測定方法及び測定条件において測定した。
【０２２５】
（実施例４）
　エポキシ樹脂層形成材料として下記の材料を用いた以外は実施例１と同様にして多層プ
リント配線板を製造した。
【０２２６】
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）エポキシ樹脂（ジャパンエポキシレジン製、エピコート８０６、エポキシ当量１
６７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：１６．７質量部
　（Ｂ）アミノトリアジンノボラック樹脂（大日本インキ化学工業（株）製フェノライト
ＬＡ７０５２、不揮発分６２質量％、不揮発分のフェノール性水酸基当量
　　　　１２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：６．６質量部
　（Ｃ）フェノキシ樹脂（不揮発分４０質量％、東都化成（株）、ＦＸ２９３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：３２質量部
　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．１８質量部
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　（Ｅ）シクロヘキサノン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　　：６０質量部
　（Ｆ）重合開始剤Ａ（重量平均分子量：４６０００）　　　　　　　：６質量部
　（Ｇ）球形シリカ（平均粒径１μｍ、アミノシラン処理）　　　　　：２５質量部
【０２２７】
　なお、重合開始材Ａの、該エポキシ樹脂層中含まれる全固形分に対する含有量は、
　９．３質量％であった。
【０２２８】
　上記実施例４において、形成したエポキシ樹脂層のＴｇは、１６８℃であり、線膨張係
数は、３７ｐｐｍであり、引張り破断伸びは９％であった。また、該エポキシ樹脂層の１
ＧＨｚにおける誘電正接は０．０２８であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．１であった
。
　なお、Ｔｇ，線膨張係数、引張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様
の測定方法及び測定条件において測定した。
【０２２９】
（実施例５）
　ポリイミドフィルム（東レ・デュポン（株）製、カプトン５００Ｈ、厚さ１２８μｍ）
上に、実施例１と同じ組成のエポキシ樹脂層形成材料を、コーティングバーを用いて塗布
し、その後、１７０℃の温度条件下において３０分間で硬化して、厚さが８μｍのエポキ
シ樹脂層を形成した。
【０２３０】
　この実施例５において形成したエポキシ樹脂層のＴｇは、１７３℃であり、線膨張係数
は、４１ｐｐｍであり、引張り破断伸びは１０％であった。また、該エポキシ樹脂層の１
ＧＨｚにおける誘電正接は０．０２６であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．１であった
。
　なお、Ｔｇ，線膨張係数、引張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様
の測定方法及び測定条件において測定した。
【０２３１】
　次に、エポキシ樹脂層表面に二重結合を有する高分子化合物を塗布した。二重結合を有
する高分子化合物及び塗布方法は実施例１と同じである。
【０２３２】
〔露光によるグラフトポリマーの生成〕
　このようにして得られた基板表面全面に以下の条件でエネルギーを付与し、エポキシ樹
脂に直接結合するグラフトポリマーが形成された材料を得た。
　エネルギー付与は、アルゴン雰囲気下で、１５００Ｗ高圧水銀灯（ＵＶＸ－０２５１６
Ｓ１ＬＰ０１，ウシオ電気（株）製，２５４ｎｍにおける光強度３８ｍＷ／ｃｍ2）を使
用し、５分間全面に照射することにより実施した。光照射後、基板をイオン交換水でよく
洗浄した。その後，５ｗｔ％重曹水に５分間浸漬した後，水洗した。
【０２３３】
（無電解めっき）
　得られた基板を、硝酸銀（和光純薬製）１質量％の水溶液に１分浸漬した後、蒸留水で
洗浄した。その後、実施例１と同じ組成の無電解めっき浴にて、６０℃で２０分間無電解
めっきを行った。
【０２３４】
（電解めっき）
　引き続き、実施例１と同じ組成の電解めっき浴にて、３Ａ/ｄｍ２の電流密度で２０分
間電気めっきを行い、厚さ８μｍの電解銅めっき層を形成し、１００℃で６０分間のアフ
ターベークを行った。このようにして導電膜を形成した。
【０２３５】
（実施例６）
　エポキシ樹脂層形成材料として下記の材料を用いた以外は実施例５と同様にして導電膜
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を作製した。
【０２３６】
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）重合開始剤Ａ（エポキシ樹脂、重量平均分子量：４６０００）：２質量部
　（Ｂ）ビスフェノールＦ（東京化成工業製）　　　　　　　　　　　：２．４質量部
　（Ｃ）メチルエチルケトン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　：１５．６質量部
　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．０２質量部
【０２３７】
　上記実施例６におけるエポキシ樹脂層の膜厚は約３μｍであった。また、形成したエポ
キシ樹脂層のＴｇは、１５１℃であり、線膨張係数は、７７ｐｐｍであり、引張り破断伸
びは６％であった。また、該エポキシ樹脂層の１ＧＨｚにおける誘電正接は０．０２８で
あり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．３であった。
　なお、Ｔｇ，線膨張係数、引張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様
の測定方法及び測定条件において測定した。
【０２３８】
（実施例７）
　エポキシ樹脂層形成材料として下記の材料を用いた以外は実施例５と同様にして導電膜
を作製した。
【０２３９】
（エポキシ樹脂層形成材料の組成）
　（Ａ）重合開始剤Ａ（エポキシ樹脂、重量平均分子量：４６０００）：２質量部
　（Ｂ）4,4’-ジアミノジフェニルスルホン（東京化成工業製）　　　：２．４質量部
　（Ｃ）メチルエチルケトン（和光純薬工業製）　　　　　　　　　　：１５．６質量部
　（Ｄ）２－エチル－４－メチルイミダゾール（和光純薬工業製）　　：０．０２質量部
【０２４０】
　この実施例７において作製したエポキシ樹脂層の膜厚は約３μｍであった。また、形成
したエポキシ樹脂層のＴｇは、１５６℃であり、線膨張係数は、７０ｐｐｍであり、引張
り破断伸びは７％であった。また、該エポキシ樹脂層の１ＧＨｚにおける誘電正接は０．
０２７であり、１ＧＨｚにおける誘電率は３．４であった。なお、Ｔｇ，線膨張係数、引
張り破断伸び、誘電正接、及び誘電率は、実施例１と同様の測定方法及び測定条件におい
て測定した。
【０２４１】
（実施例８）
　ポリイミドフィルム（東レ・デュポン（株）製、カプトン５００Ｈ、厚さ１２８μｍ）
上に、実施例１と同じ組成のエポキシ樹脂層形成材料をコーティングバーを用いて塗布し
、その後、１７０℃の温度条件下において３０分間で硬化して、厚さが８μｍのエポキシ
樹脂層を形成した。次に、エポキシ樹脂層表面に二重結合を有する高分子化合物を塗布し
た。二重結合を有する高分子化合物及び塗布方法は実施例１と同じである。
【０２４２】
〔露光によるグラフトポリマーの生成〕
　このようにして得られた基板表面に回路パターンに応じたマスクを密着させ、以下の条
件で全面にエネルギーを付与し、エポキシ樹脂に直接結合するグラフトポリマーがパター
ン状に形成された材料を得た。
　エネルギー付与は、アルゴン雰囲気下で、１５００Ｗ高圧水銀灯（ＵＶＸ－０２５１６
Ｓ１ＬＰ０１，ウシオ電気（株）製，２５４ｎｍにおける光強度３８ｍＷ／ｃｍ2）を使
用し、５分間全面に照射することにより実施した。光照射後、支持体をイオン交換水でよ
く洗浄した。その後，５ｗｔ％重曹水に５分間浸漬した後，水洗した。
【０２４３】
（無電解めっき）
　得られた基板を、硝酸銀（和光純薬製）１質量％の水溶液に１分浸漬した後、蒸留水で
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洗浄した。その後、実施例１と同じ組成の無電解めっき浴にて、６０℃で１２０分間無電
解めっきを行い、厚さ８μｍの銅めっき層を形成した。次いで、１００℃で６０分間のア
フターベークを行った。このようにして導電性パターンを作製した。
【０２４４】
（比較例１）
　重合開始剤Ａを添加しない以外は、実施例１と同様にして多層プリント配線板を製造し
た。
【０２４５】
（比較例２）
　重合開始剤（ＩＲＧＡＣＵＲＥ２９５９）を添加しない以外は、実施例２と同様にして
多層プリント配線板を製造した。
【０２４６】
（比較例３）
　重合開始剤Ａを添加しない以外は、実施例５と同様にして導電膜を作製した。
【０２４７】
（比較例４）
　重合開始剤Ａを添加しない以外は、実施例８と同様にして導電性パターンを作製した。
【０２４８】
　このようにして得られた実施例１～実施例８及び比較例１～比較例４の導電膜、導電性
パターン、多層プリント配線板について、導電膜、及び導電性パターンの剥離強度及び表
面抵抗値を測定した。
　剥離強度はテンシロン（型番ＲＴＭ－１００、株式会社オリエンテック製）により、Ｊ
ＩＳ　Ｃ　６４８１に準拠して、導体（導電性パターン）の剥離強度（Ｍａｘ値、Ｍｉｎ
値、Ａｖｅ値）を測定し、最大値と最小値の平均値を、導体の剥離強度とした。
　表面抵抗値は、ＪＩＳＫ７１９４に準拠し、表面抵抗計（ロレスタ－ＥＰ、型番ＭＣＰ
－Ｔ３６０、三菱化学社（株）社製）を用いて四探針法により測定した。測定結果を表２
に示す。
【０２４９】

【表２】

【０２５０】
　表２に示す結果から明らかなように、実施例１～実施例８において作製した多層プリン
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ト配線板、導電膜、及び導電性パターンは、重合開始剤を添加しない比較例１～４に比べ
て形成された導体または導電性パターンの剥離強度が高く、且つ、導電層の導電性に優れ
ていることがわかった。なお、本発明の多層プリント配線板は、いずれも、バイアホール
を介した導体間の電気的な接続信頼性が高いことも確認された。
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